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１ 点検・評価の趣旨 

 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正により、すべての教

育委員会は、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び

評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するとともに、

公表することになりました。 

  このことを受け、糸島市教育委員会では、教育委員の活動状況や糸島市教

育振興基本計画(計画期間：平成 27 年度～平成 29 年度の 3 年間)に掲げた取

組み目標における平成 29 年度の達成状況について点検・評価を実施し、ここ

に報告書としてまとめました。 

  糸島市教育委員会では、法の趣旨に則り、効果的な教育行政の推進と住民

への説明責任を果たしていくため、より一層の教育委員会の充実に努めてま

いります。 

   

 

 

 

 

  

 

【参考】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

 

(教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等) 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務(前条第一項の規定により

教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務(同条第三項の規定

により事務局職員等に委任された事務を含む。)を含む。)の管理及び執行の状

況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議

会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経

験を有する者の知見の活用を図るものとする。 
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２ 取組の総括 

 

教育委員会会議及び学校訪問 

会議は，原則として毎月１回「定例会」を開催し，付議案件及び懸案事項など 

の審議を行い，教育行政の方針等を決定しています。 

平成29年度は 定例会１１回、臨時会１回の計１２回開催しました。 

審議・議決案件が計１６件、臨時代理報告案件はありませんでした。その他

福岡教育事務所管内教育長会を受けての報告をはじめ市の広範な教育課題の解

決に向け、協議・方針決定しています。 

学校訪問につきましては、小学校６校、中学校(分校)１校の計７校を実施いた

しました。学校訪問は、糸島市の児童生徒の姿や、学校の教育環境、教職員の

学習指導の状況から、糸島市教育委員会の施策の有効性を探るとともに、課題

に応じた新たな施策を見いだすこと、また、校長や教職員と教育委員会が意見

交換・交流することを通して、教育委員会と学校が一体となって教育に当たる

気運を高めることを目的として概ね３年サイクルで全ての学校を対象として実

施しています。 

 

３ 施策の点検・評価 

 

市長により本市の教育、学術及び文化振興に関する総合的な施策の目標や、

その方針を定めた「糸島市教育大綱」が平成 27年 4月に策定されています。 

これを受け同年 4 月に糸島市教育委員会では、これまでの「糸島市教育基本

方針」、「糸島市教育振興計画」を見直したうえで「糸島市教育大綱」と連動し

た「糸島市教育振興基本計画」を新たに策定しました。 

この計画では平成 27 年度から平成 29 年度の３年間に本市教育委員会が目指

す教育の姿と施策の展開の方向性並びに具体的目標数値を示しています。 

教育振興基本計画では、教育・文化先進都市「いとしま」の創造を基本目標

に本市独自の「強み」と「潜在能力」を生かし、教育課題を解決していくため

に６つの重点目標を設定しました。 

平成 29年度は取り組みの最終年にあたります。 
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教育・文化先進都市「いとしま」の創造 

 

基本目標を達成するための６つの重点目標を掲げました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そして、これらの目標を具体化するため５つの基本施策の柱からなる２８の

取組をすすめました。 

【基本施策の５つの柱】 

◆ 学力、体力、教育力向上を目指す学校教育の推進 

◆ あらゆる機会や場所で学習できる生涯学習環境の振興 

◆ 生きる力を身に付ける青少年健全育成・スポーツの振興 

◆ 人権に関する知識・理解を高める人権教育の振興 

◆ 郷土の歴史と文化に誇りを持たせる文化・芸術の振興 

 ８ページ以降にその施策の取組の推進状況に関し点検及び評価を行い、その

内容や今後の課題等を明らかにしていきます。 

 なお、各取組に対する「点検・評価シート」中、達成度は以下の視点から評

価しています。 

評
価
分
類 

Ａ 効果が上がっている 100%以上の達成 

Ｂ 概ね効果が上がっている 80%以上の達成 

Ｃ あまり効果が上がっていない 60%以上の達成 

Ｄ 改善の必要がある 上 記 未 満 

基本目標 

１ 確かな学力、豊かな心、健やかな体を持つ人づくり 

①  
２ 急激な社会変化に対応した生涯にわたる人づくり 

３ 次代を担う、心豊かで思いやりのある健全な人づくり 

４ 生涯を通じスポーツに親しむ健康な体力に満ちた人づくり 

③  
５ 共に生きる心、人権意識を大切にする心を持つ人づくり 

②  
６ 文化・伝統を尊重し、郷土を愛する人づくり 

④  
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４ 教育委員の活動状況 

教育委員会会議、学校訪問等の状況 

期 日 会議・行事等 備 考 

4月 3日 教職員赴任式  

4月 11日 中学校入学式  

4月 12日 小学校入学式  

4月 21日 福岡県市町村教育委員会連絡協議会総会 福岡県庁 

4月 21日 福岡県市町村教育委員会委員長・教育長会議 福岡県庁 

4月 28日 第 1回教育委員会会議 (定例)  

4月 28日 総合教育会議  

5月 24日 教育委員会学校訪問 (深江小学校)  

5月 24日 第 2回教育委員会会議 (定例)  

7月 7日 第 3回教育委員会会議 (定例)  

7月 7日 教育委員会学校訪問 (姫島小・志摩中分校)  

7月 28日 第 4回教育委員会会議 (定例)  

8月 3-4日 第 12回九州地区市町村教育委員会研修大会 宮崎市 

8月 18日 福岡県市町村教育委員会女性教育委員研修会 福岡市内 

8月 25日 第 5回教育委員会会議 (定例)  

8月 29日 教育委員人権教育研修会 福岡市内 

9月 29日 教育委員会学校訪問 (前原小学校)  

9月 29日 第 6回教育委員会会議 (定例)  

10月 20日 教育委員会学校訪問 (長糸小・怡土小)  

10月 27日 教育委員会学校訪問 (引津小学校)  

10月 27日 第 7回教育委員会会議 (定例)  

11月 8-9日 管理職等任用候補者面接  

11月 10日 福岡県市町村教育委員会教育委員長等研修会 福岡市内 

12月 22日 第 8回教育委員会会議 (定例)  

12月 22日 総合教育会議  

1月 18日 第 9回教育委員会会議 (定例)  



 

5 

 

期 日 会議・行事等 備 考 

2月 15日 第 10回教育委員会会議(臨時)  

2月 21日 第 11回教育委員会会議 (定例)  

3月 9日 中学校卒業式  

3月 16日 小学校卒業式  

3月 28日 総合教育会議  

3月 28日 第 12回教育委員会会議 (定例)  

3月 30日 教職員離任式  

 

平成２９年度 教育委員会審議案件一覧表 

議案番号 議  案  名 備 考 

議案第 １号 糸島市立公民館運営審議会委員の委嘱について 第 1 回 

議案第 ２号 糸島市青少年育成指導員の委嘱について 第 1 回 

議案第 ３号 糸島市社会教育委員の委嘱について 第 1 回 

議案第 ４号 
平成２８年度糸島市教育委員会の点検・評価に関する報告書

の策定について 
第 3 回 

議案第 ５号 糸島市学校運営協議会規則の一部を改正する規則 第 3 回 

議案第 ６号 平成３０年度使用小学校教科用図書（道徳）の採択について 第 4 回 

議案第 ７号 
糸島市立小・中学校校長、副校長及び教頭の人事異動内申

について 
第 11回 

議案第 ８号 糸島市立小・中学校教職員の人事異動内申について 第 11回 

議案第 ９号 
平成30年度糸島市一般会計予算(案)における教育関係予

算の意見の聴取について 
第 11回 

議案第 10号 糸島市教育委員会公印規則の一部を改正する規則について 第 11回 

議案第 11号 糸島市教育振興基本計画の策定について 第 12回 

議案第 12号 糸島市スポーツ推進委員の委嘱について 第 12回 

議案第 13号 糸島市社会教育委員の委嘱について 第 12回 

議案第 14号 糸島市青少年育成指導員の委嘱について 第 12回 

議案第 15号 糸島市指定史跡の指定について 第 12回 

議案第 16号 糸島市指定有形文化財(古文書)の指定について 第 12回 
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 平成２９年度 教育委員会臨時代理報告案件一覧表 

報告番号 報 告 案 件 名 備考 

   

   

   

   

 

＊ その他協議案件、報告案件あり。 

 

 

 

臨時代理案件なし 
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５ 点検・評価に関する学識経験者からの意見 

 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律２６条２項の規定に基づき、標記の報告書に

対し若干のコメントをさせていただきます。 

 平成２７年度から平成２９年度の３年をかけて取り組む「糸島市教育振興基本計画（平

成２９年４月改訂版）」において、糸島市教育委員会が目指す教育の姿と施策の展開の方向

性並びに具体的な数値目標を示されました。今回の報告書は「糸島市教育振興基本計画」

の３年目、最終年度の点検・評価の報告書になります。 

 まず、教育委員の活動状況については４頁から６頁に、定例の教育委員会会議、学校訪

問等の各状況が、続いて教育委員会審議案件一覧と教育委員会臨時代理報告案件がまとめ

てあります。２頁の「取組の総括」に記載されていますように、平成２９年度は、小学校

６校、中学校（分校）１校の計７校の学校訪問が実施され、これによって平成２７年度と

２８年度の訪問と合わせて３年間ですべての学校を対象として実施されたことになります。

今（３０）年度糸島市の学校適正規模適正配置について方針が示されることとなり、今後

それぞれの学校にはより一層充実した教育に取り組んでいくことが求められます。教育委

員会はそのために適切な支援を図るべく、教育現場の声を直接吸い上げ受け止める良い機

会である学校訪問を今後も重視していただくようにお願いしたいと思います。 

 次に、施策の取組状況について、６つの重点目標の具体化するために５つの基本施策の

柱に基づく２８の取り組みが進められています。それぞれの取り組みが、４段階（A 効果

が上がっている／B 概ね効果が上がっている／Cあまり効果が上がっていない／D改善の

必要がある）で評価されています。 

 具体的には、１「学力、体力、教育力向上を目指す学校教育の推進」については１３の

取り組みが実施され、７つの取組みで A評価、３つの取組みで B評価、２つの取組みで C

評価、１つの取組みで D評価でした。２「あらゆる機会や場所で学習できる生涯学習環境

の振興」では、４つの取組みが実施され、A 評価の取組みが１つ、B 評価の取組みが３で

した。３「生きる力を身に付ける青少年健全育成・スポーツの振興」では３つの取り組み

が実施され A評価、B評価、C評価がそれぞれひとつずつでした。４「人権に関する知識・

理解を高める人権教育の振興」では取り組みが１つで A評価、５「郷土の歴史や文化に誇

りをもたせる文化・芸術の振興」では７つの取り組みが実施され、４つの取組みで A評価、

２つの取組みで B 評価とＣ評価の取り組みが１つとなっています。全体的には、１４の取

り組みがＡ評価、９の取り組みがＢ評価、Ｃ評価の取り組みが４つ、D評価が１つという

結果となっております。 

 １２頁以降の「糸島市教育振興基本計画（平成２９年４月改訂版）の具体的施策」に、

すべての施策についての評価根拠となる「現状と課題」「施策の目的」「主な取組・事業」

「指標」が掲載されており、おおよそ各々の評価根拠は妥当なものです。前年度から A評
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価が８施策から１４施策と６つ増えており、あわせて、今回 B評価になった９項目のうち

No.４「健やかな体をつくる食育の推進」、No.６「特別支援教育推進体制の充実」、No.１

４「学習できる環境づくりの推進」、No.１７「生涯学習施設の機能充実と整備」、No.２４

「文化財の保護・保存」、No.２８「図書館と学校・保育所等との連携事業の促進」の６項

目は、数値目標に照らして８０%以上であり、ほぼ A評価に近いものと考えることができ

ます。最終年度において、達成状況については大きく改善されていると言えるでしょう。 

 また、今年度Ｃ評価であった No.３「個に応じた細やかな生徒指導の充実」、No.７「開

かれた学校づくりの推進」、No.２０「「福岡マラソン」の開催」、No.２２「文化財を活用

した教育、普及活動の充実」については部分的に達成できているものもありますが、今後

の一層の工夫が求められます。そして、D 評価であった施策は昨年Ｃ評価であった No.１

「確かな学力の育成」ですが、この施策にかかわる調査対象となる児童生徒は、学年の進

行によって毎年度異なる児童生徒であり、これまでにも指摘してまいりましたが、「全国学

力・学習状況調査において全ての区分で平均を上回った学校数」と「福岡県学力実態調査

において県平均を上回った教科区分数」を指標にすることが妥当であるかどうか今一度ご

検討いただきたいと思います。また、このことと関わって今後の課題に「学力低位置と考

えられる児童生徒の割合の変化等を分析していく」ということがあげられていることは適

切な方向性を示しているものと考えられます。 

 これまでも繰り返し意見として述べてまいりましたように、数値目標は教育行政の実際

の取組について検証する際の大切な視点ではありますが、数値目標そのものを達成するこ

と自体は目的ではなく、本来の目的を達成することで結果としてその数値目標が達成され

るということが重要であります。平成２９年度までに糸島市のすべての小学校中学校がコ

ミュニティスクールとなり、前述したように学校適正規模適正配置について方針が示され

ることとなり、今後それぞれの地域や校区、各学校には現状と課題に即したきめ細やかな

教育の改善が求められます。今後の点検・評価においては、目標に準拠して糸島市全体と

してその達成状況をとらえるとともに、それぞれの地域や校区、学校における一層具体的

な教育の現状と課題を明らかにする、いわばゴール・フリーの評価のあり方を工夫するこ

とも必要でしょう。 

 最後になりますが、「糸島市教育振興基本計画」に基づくこの３年間の成果と課題を踏ま

えて、糸島市教育委員会や各学校をはじめとして保護者や地域住民を含めて、糸島市の教

育関係者一同が今後の糸島市のこれからの教育の方向性を共有し、中長期の展望をもって

具体的な教育改善に向けて努力されますことを期待しております。 

 

平成３０年６月１８日 

九州大学大学院教授 田 上 哲 
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施策
の柱

施策の項目
施策
№

計画における
具体的施策

所管課
主な取組

(事　　　業)
取組の指標

現状値
H26

H28
実績値

H29
実績値

達成度 評価
H29

目標値
成果と課題、今後の方向性

確かな学力
の育成

1
学校・家庭・地域連携
による学力向上推進

学校教育課

・糸島市学力向上推進委員会の設置
・市学力実態調査
・小中連携事業の推進
・土曜授業の推進
・学習習慣定着事業
・九州大学との連携伊都塾
・学力向上のための研修の実施
・特色ある小学校教育活動
・特色ある中学校教育活動
・『糸島力』研究会の実施

・全国学力・学習状況調査において全て
の区分で平均を上回った学校数
　小：国語A,B　算数A,B　理科
　中：国語A,B　数学A,B　理科

・福岡県学力実態調査において全ての区
分で県平均を上回った学校数
　　小：国語　算数
　　中：国語　数学

小　 6校
中　 2校

ー

小  7校
中  2校

小　12校
中　 4校

小　8校
中　2校

小　7校
中　4校

50%
29%

44%
57%

D

小　16校
中 　７校

小　16校
中　 7校

　各学校とも学力向上にかかわる自校の課題に取り組み、当初より向
上が見られた。本市の課題は学校間差の解消と同一校内における学
年間差の平準化であり、効果のある取組の共有が必要である。学力
向上推進協議会で取組を共有するとともに、市教育センターの授業力
向上研修の内容に反映させている。また、土曜授業については年間１
０回程度実施できているが、教員以外の人材を活用した学力向上の取
組については学校間差がある。コミュニティ・スクールの取組の中で充
実を図る必要がある。
　指標については、平均を越えた学校数だけでなく、学力低位層と考え
られる児童生徒の割合の変化等を分析していく予定である。

2
糸島の心を育てる道
徳教育の推進

学校教育課
・「二分の一成人式」、「立志式」の実施
・集団宿泊体験活動の推進
・テキストを用いた「いとしま学」の実施

・「二分の一」成人式、「立志式」の実施

・野外宿泊活動の推進

小　15/16校
中　 2/ 7校

小　15/16校
中　 4/ 7校

小　全校
中　全校

小　14/16校
中　 4/ 7校

　小　 15/16校
 中 　　7/7校

小　15/16校
中 　 6/7校

100%

100%
100%

A

全校

全校

　「２分の１成人式・立志式」「野外活動」ともに、該当学年がいない学
校を除いて、全校で実施できている。
　野外活動についても当中学校は１年生と３年生で勉強合宿を行い２
年生は修学旅行を実施しているため、宿泊を伴う学習活動に野外体験
を取り入れる方向で改善した。
　「いとしま学」についてはテキスト、実践事例集、空撮ＤＶＤ教材を完
成・配付した。
  平成30年度からは内容の充実に向けて改訂作業を行う予定である。

3
個に応じた細やかな
生徒指導の充実

学校教育課

・相談機関やSSWの配置充実及び関係機
関との連携
・いじめ防止基本方針に基づく取り組みの
実施
・中学校少人数学級推進事業

・不登校の発生率

・不登校の解消率

小0.54%
中3.62%

小41.9%
中43.9%

小0.67%
中3.46%

小60.5%
中61.0%

小0.81%
中4.74%

小50.0%
中43.2%

全国値
未発表

C

全国平均を
下回る

小75%・中70%

　発生率が増加傾向にあり、全国平均を超える状況が続いている。解
消率については、目標値を下回っているものの、全国平均より高い水
準を維持する傾向が続いている。ＳＳＷ派遣等の事業効果により解消
人数は増えているが、発生人数の増加に追いつけていない状況が見
られる。
  今後は、福祉等関係機関との連携を充実させるとともに、不登校の
発生率が高い学校を中心とした支援が必要である。

4
健やかな体をつくる
食育の推進

学校教育課

・料理教室の開催(弁当の日の推進)
・給食交流会の開催
・ふるさと発見ランチの提供
・「食育の日」の拡充

・学校における地産地消率
(重量ベース)

39.0% 31.0% 37.1% 84% Ｂ 44.0%

  月別に見ると市の平均が40％を超える月が毎年５、６か月あるが、端
境の時期に当たる９月から10月にかけて20％台に低下する。近年は、
猛暑や病害による出荷量の低下も大きく影響している。
  農業振興課と連携して地元生産者との生産・流通に関するマッチン
グの促進が必要である。

5
体力の向上と文化・
体育活動の活性化

学校教育課
・体力向上プランの策定と実施
・運動能力向上事業の推進
・スポーツ指導員による学校支援の実施

・一校一取組の設定と継続的な実施

・外部の人材等を活用した学校支援の実
施

小　全校
中　全校

小　15校
中　 1校

小　全校
中　全校

小14/16校
中 4/ 6校

全校

ｱｽﾘｰﾄ等活用
小１5校
中  2校

100%

100%
 33%

Ｂ
全校

全校

   一校一取組については、毎年、確実に実施できている。アスリート等
外部人材の活用については、離島の少人数校を除く全校で活用した。
東京オリンピック・パラリンピックに向けて、国・県の事業も開始され、こ
れを活用してアスリート招聘を行った学校も見られた。
　課題として、中学校女子の運動能力が全国平均に比べて低い傾向
が見られることから、運動習慣の定着に向けた取組が必要である。

特別支援教
育の充実

6
特別支援教育推進体
制の充実

学校教育課

・特別支援教育推進体制の充実
・みなかぜ相談
・臨床心理士学校巡回事業
・巡回型通級指導教室の実施
・交流及び共同学習の推進

・臨床心理士学校巡回事業を活用し、支
援を必要とする児童生徒の指導について
研修を行った学校

・通常学級における、特別な支援を必要と
する児童生徒の「個別の教育支援計画」、
「個別の指導計画」を作成し、支援を具体
化した学校

18校

19校

18校

20校

19校

22校
※様式改訂

86%

100%

B
全校

全校

　「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」の作成について目標は
達成できている。平成28年４月より合理的配慮に関する記述が必要と
なったことから、３月に市全体で様式改定を行い、移行支援研修会を
実施した。また、平成29年度からは自立の観点を取り入れた様式に変
更し、今後、高校進学や就労支援へとつなぐ資料へと充実させていく
考えである。

7
開かれた学校づくり
の推進

学校教育課
・コミュニティ・スクールの組織的推進
・学校ホームページの定期的更新

・コミュニティ・スクールを実施している学
校数

・学校ホームページを月1回以上更新する
学校数

4校

14校

19校

15校

22校

11校

100%

50%

C
全校

全校

　コミュニティ・スクールは予定通り実施が出来ており、小学校における
登下校見守り活動や中学校における社会貢献活動は定着している。
今後は、保護者以外の市民に対する啓発・周知が課題となる。
　学校ホームページの更新については、今後、各学校の更新状況を定
期的に確認しながら随時更新を促していく考えである。

8
情報モラル教育・ICT
教育の推進

学校教育課
・ICT教育推進事業
・情報モラル、規範意識の育成

・ICT教育推進事業の実施による教育効
果の検証と整備計画の策定

・ライン等のＳＮＳ活用の在り方を生徒自
ら考え、生徒会を中心に情報モラルを守
るための取組みを行った中学校数

ー

1校

モデル校1校で
実証(前中)

全校

モデル校1校で
実証(前中)

全校

100% A

ICT整備計画
策定

全校

　ＩＣＴ教育研究については、WiFi環境の充実を図りながら実証研究を
続け、平成３０年２月に、前原中学校において報告会を実施した。第２
期教育振興基本計画においては、中学校へのタブレット配置及び小学
校特別支援教育での活用を推進する計画である。
　情報モラル教育については、スマホ等の活用について、中学校生徒
会を中心とする子どもサミットを継続・改善させるとともに、小学校の
ルール策定を実施した。

9
グローバル人材を育
成する英語教育の推
進

学校教育課
・英語力向上事業事業
・英語指導力向上研修

・平成28年度の先行実施に向けて、教材
開発やカリキュラムの開発を行う学校数

・市教育センター研修事業への参加者数
(英語教育リーダー養成講座)
（一般教職員向け研修）

・英語検定3級以上合格者の数

4校

44人

11.0%

全校

ﾘｰﾀﾞｰ養成研
22人×3回=66

人
派遣研修　12

校

11.4％

全校で市独自テ
キストを用いて実

施

小学校16校で
実施

英検３級取得率
１9.4％

100%

100%

138%

A

全校で市独自ﾃｷ
ｽﾄを用いて実施

全教職員が受研

14.5%

　独自テキストを用いた３・４年生英語活動を全小学校で先行実施、英
語教育コーディネーターを市教委に配置して教員研修、クラスルーム・
イングリッシュ音声教材の配付、外国の学校との交流実験に取り組ん
だ。中学校英語検定料補助については、中学校2年・4級以上へと対象
枠の拡大を図った。
　平成30年度からは、新学習指導要領の先行実施により、小学校３・４
年生において35時間、５・６年生において７０時間の指導を行う。また、
小学校３校に英語専科教員を配置（国庫）するとともに、前原東中校区
の小中学校において県の重点課題指定委嘱を受けて研究に取り組
む。

６　平成29年度 施策の取組状況　「点検・評価シート」　　【平成29年度の実績】

学力、体力、
教育力向上を
目指す学校教
育の推進

豊かな心の
育成

健やかな体
の育成

今日的課題
に対応した
教育の充実

9
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６　平成29年度 施策の取組状況　「点検・評価シート」　　【平成29年度の実績】

10
地域の教育力を活用
した特色ある学校づく
りの推進

学校教育課

・福祉支援課、社会福祉協議会、生活環境
課等との連携

・リサイクル運動の取組

・体験活動を通した環境や福祉に関する
学習

・リサイクル運動への取組

19校

19校

19校

19校

23校

23校

100%

100%
A

全校

全校

　環境や福祉に関する学習、リサイクル運動の取組については、平成
２７年度段階で目標を達成したことから、市の事業ではなく学校の教育
課程における取組とした。代わって平成28年度からは市全体で特色あ
る教育活動を行うという視点で、小学校においては音楽会への全校参
加、中学校においては勉強合宿の貸し切りバス等への交通費につい
て一部助成を行い、充実を図った。

11 防災教育の推進 学校教育課

・風水害に対応した避難訓練
・教職員研修の実施
・危機管理マニュアルの点検
・緊急時防護措置準備区域マニュアルに基
づく「原子力防災訓練」の実施

・地震・風水害に対応した避難訓練の実
施

・UPZ圏内の学校において、緊急時防護
措置準備区域対応マニュアルに基づく避
難訓練の実施

小15校・中6校

－

全校

UPZ圏内6/7校
残り1校は隔年

実施

小16校・中7校

5/8校
※隔年実施にお
いて全校実施済

100%

100％

A

全校

UPZ圏内全校

　全ての学校で全ての避難訓練を実施することは(特にUPZ圏内の学
校)、学期に1回以上、年間では4回以上となることから最低2年間で全
ての内容を網羅するというような目標値が現実的であると考え、指導し
た。
　UPZ圏内でマニュアル対応訓練未実施の３校は、隔年実施のためで
ある。地域と連携した引き渡し訓練の実施状況について、学校間差が
あるため、今後の課題としている。

12
校務用パソコンの導
入による校務の効率
化

学校教育課
・学校ネットワーク構築事業
・糸島市コンピュータ利用推進協議会の活
性化

・各学校が保有する知的財産の蓄積数 0項目
新規579項目
のべ902項目

新規599項目
のべ1502項目

158％
143％

A
新規380項目
のべ1053項目

　校長会等での説明や糸島市コンピュータ利用推進協議会での各学
校への周知依頼により、計画よりも教職員等の活用が充実した。今後
は、収蔵したファイルの検索を円滑に行うためのデータベース化が必
要である。また、セキュリティ強化の観点からも学校教育ネットワーク
環境の改善について調査研究に取り組む必要がある。

13
学校施設整備の推進
(普通教室空調設備整
備)

教育総務課
・普通教室空調機設置(実施設計業務)
・普通教室空調機設置(空調機設置工事)

・学校における空調設備整備率 0%
４３％

小2/16校
中6/7校

100%
小16/16校
中7/7校

100% A
100%
全校

　平成28年度 国の補正予算により採択され,平成29年度において全校
の整備を完了した。運用指針についても定め、各学校に周知し全校で
運用の統一を図った。

市民の学び
に応じた支
援体制の確
立

14
学習できる環境づくり
の推進

生涯学習課
・出前講座の実施
・生涯学習情報誌の発行

・出前講座の実施回数 343回 348回 320回 92% B 350回

　「市の施策を説明する出前講座」として長年取り組んできたが、近年
は受講者の何らかの力量やスキルアップにつながるような講座が増
え、申込みも多くなり評価も高くなっている。今後は、「学んだことを活
かせるしくみ」や「市民が市民に伝えるしくみ」に繋がるような講座の展
開にシフトさせていきたい。また、より魅力的な講座とするため、規程を
改正し、ボランティアや専門家による講師も可能にした。平成29年度
は、消防本部の回数が落ち込んだことから、達成度が低下した。

15
公民館活動の充実と
広報

生涯学習課

・講座等の開催
・団体・サークル等支援
・公民館職員研修
・公民館だよりの発行

・公民館自主活動サークル登録数 397団体 405団体 421団体 106% A 419団体
　公民館自主サークル登録団体数は。目標値を上回るものとなった。
　引き続き、公民館講座受講修了生等を中心に、サークル化の支援を
継続する。

16
観望会の実施とボラ
ンティアの育成

生涯学習課
・校区観望会
・出前講座
・星空ナビゲーター養成講座

・星空ナビゲーター登録者数

・出前講座の実施回数

34人

13回

28人

19回

28人

29回

46%

97%
B

60人

30回

　平成28年度から、ボランティア団体への委託を開始し、新規会員獲
得も団体へ委託している。観望会はほぼ計画通り伸びたが、観望会運
営に注力したため新規会員獲得には至らなかった。また、学校教育へ
の活用も大きな目標としており、小中学校への周知を図ったり、授業時
間内での効果的な運用を検討したりして今後の発展を目指している。
周知の結果平成29年度の学校教育（授業・行事）への出前講座は、4
件となった。

市民参画に
よる学習の
推進

17
生涯学習施設の機能
充実と整備

生涯学習課
・屋外体育施設の安全点検実施と改修
・公民館改修工事
・防犯カメラの設置

・深江公民館の月間利用者数

・公民館と図書館のコラボ数

1,476人

0

1,704人

3

1,799人

4

93%

80%
Ｂ

1,919人

5

　深江公民館の利用者は年々増加傾向にある。また、二丈館が複合
施設であるという特色を活かし、公民館と図書館のコラボ事業を展開し
ており、今後も市民が親しみやすい施設として利用者増を目指したい。

青少年健全
育成に向け
た環境整備

18 健全育成事業の充実 生涯学習課
・ドリームトレーサー講座
・ジュニア・リーダー養成

・ドリームトレーサー講座受講者数 160人 227人 263人 103% A 256人

　この講座では、青少年の育成と合せて指導ボランティアの育成も行っ
ている。今後も指導ボランティアと連携して講座の企画・運営の充実を
図る。
平成28年度から4人（1班1人）の定員増を行い受益者増を図った。
　また、平成28年度に外部点検の対象事業となり、事業手法について
様々な改善案の提案を受けるとともに、趣旨・目的については高い評
価を受けた。長く続いてきた事業だけに、今後もニーズや情勢の変化
に柔軟に対応しながら、変えるべきは変えてゆきたい。

19
地域活動指導員によ
る運動指導

生涯学習課
・地域活動指導員による運動講座の実施
・スタートアップ運動事業

・運動講座実施回数受講者数

・運動レクレーション等の開催回数
及び参加者数

50回　1,000人

1回　　29人

73回　1,217人

9回　　122人

87回　1,233人

22回　　132人

82%

53%
B

70回　1,500人

５回　250人

　前年度に引き続き、ストレッチやヨガ等の運動レクレーションを実施。
運動を始めるきっかけとなることを主としており、参加者からは好評を
いただいている。回数目標達成に対し、参加者数目標が達成していな
いのはウォーキング事業が悪天候により中止としたことの影響が大き
い。
　今後も継続した運動教室を開催し、参加周知を図っていく。

20
「福岡マラソン」の開
催

生涯学習課 ・「福岡マラソン」の開催

・沿道応援バスの運行数と利用者数

・沿道の応援事業団体数
※(糸島協力会設定数)

1,000人

10団体

645人

12団体

631人

13団体

32%

87%
C

2,000人

15団体

　前年度は、東西の２ルートの沿道応援バスを運行したが、利用状況
を鑑み、１ルートのみで運行を実施した。30分毎の運行としていたが、
11時以降の利用者増加により、随時運行の対応をするなど、応援バス
の定着が見られる。利用者の増加を図るため、バス運行の周知強化と
併せバスの定員により乗車できない人を解消するため、台数調整や運
行時間の検討を行う。応援事業団体数は、沿道地域に働きかけ、前年
度より１団体事業団体を増やすことが出来た。今後も各所へ働きかけ
を行う。

あらゆる機会
や場所で学習
できる生涯学
習環境の振興

地域の拠点
としての公
民館活動の
推進

生きる力を身
につける青少
年健全育成・
スポーツの振
興

健康づくり・
体力づくりの
支援

学力、体力、
教育力向上を
目指す学校教
育の推進

今日的課題
に対応した
教育の充実

学校教育を
支える基盤
の充実
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施策
の柱

施策の項目
施策
№

計画における
具体的施策

所管課
主な取組

(事　　　業)
取組の指標

現状値
H26

H28
実績値

H29
実績値

達成度 評価
H29

目標値
成果と課題、今後の方向性

６　平成29年度 施策の取組状況　「点検・評価シート」　　【平成29年度の実績】

人権に関する
知識･理解を
高める人権教
育の振興

学校人権・
同和教育の
推進

21
学校人権・同和教育
の充実

学校教育課
・校区事業の推進
・「人権教育の手引き」の作成と活用
・SNS問題への取組

・人権教育の手引きを活用し、障害者(ｶﾞｲ
ｼﾞ発言)問題に取り組んだ学校

ー 全校 全校 100% A 全校

　ガイジ発言の問題に対する取組は全ての学校・学年で行われている
が、依然として毎年、差別発言の事案発生報告があり、今後も粘り強
い取組が必要である。人権教育の手引きは、平成29年度に手引き２
（ネット上の人権侵害）及び手引き３（性の多様性）を発行。平成30年度
以降、学校の年間指導計画に位置づけて指導を行うとともに、手引き
の改訂も進めていく。

歴史・文化
財の活用

22
文化財を活用した教
育、普及活動の充実

文　化　課
・古代史シンポジュウムの開催
・愉しみながら学ぶ歴史体験教材の活用
・特別展・企画展・博物館講座の実施

・古代史シンポジュウムへの参加者

・体験講座への参加者

650名

200名

350名

495名

500名

281名

63%

140%
Ｃ

800名

200名

古代史シンポジウムは三雲・井原遺跡が国の史跡指定を受けたことを
記念し、「伊都国人と文字」と題し、国内での文字使用のはじまりや三
雲・井原遺跡が果たした役割、今後の遺跡の保存と活用などについて
専門家のパネリストに討論いただいた。参加者は500名と目標に届か
なかった。
体験講座の参加者は目標を大きく上回り、市民に広く歴史・文化財を
楽しんでもらうことができた。
古代史シンポジウムは、平成２９年度を以て事業を終了するが、体験
講座は引き続き参加者の増をめざす。

23
指定文化財等の環境
整備

文　化　課
・史跡買い上げ事業
・史跡怡土城跡の保存修理工事(累計)

・史跡買い上げの実施

・史跡怡土城跡の保存修理工事の箇所数

志摩新町
4,838.08㎡

2カ所

志摩新町
6,094.36㎡

5カ所
8カ所

100%

100%

A
H28年度完了

8カ所

史跡買い上げ事業は新町支石墓群において予定通り買上が終了し、
目標を達成することができた。事業は平成28年度末で完了した。
史跡怡土城跡の保存修理工事については、今年度３か所の工事費を
実施し、最終目標値の8カ所を達成することができた。保存修理工事は
平成２９年度で事業を終了した。

24 文化財の保護・保存 文　化　課
・埋蔵文化財発掘調査
・市指定文化財の指定事務
・三雲・井原遺跡の重要遺跡確認調査

・発掘調査面積(前原東区画整理用地)

・糸島市指定文化財の指定

31,000㎡

23件

47,600㎡

25件 24件

101%

82%
B

H28年度完了

29件

前原東土地区画整理事業に伴う発掘調査については目標を達成する
ことができた。事業は平成28年度末で完了した。
糸島市指定文化財の指定について史跡と古文書の指定を行ったが、
いずれも追加指定であったため指定件数には変動がなく、平成29年10
月13日付で「三雲・井原遺跡」が国指定史跡となり、それに含まれる市
指定史跡「三雲南小路遺跡」が、指定解除となったため件数が1件減と
なった。今後も市指定文化財の指定に取り組む。

文化芸術に
触れる機会
の創出

25 文化事業の充実 文　化　課
・みんなのコンサート
・伊都文化会館文化振興イベント開催事業
・青少年の文化芸術活動への支援

・伊都文化会館文化振興イベント開催事
業
　※イベント1回あたりの集客人数

550人 800人 ― 114% A H28年度完了

11月4日「秋の夜長のコンサート」と題し、九州交響楽団（13人）による
コンサートを実施。目標を上回る多数の方々に来場いただき、上質な
芸術（音楽）に触れる機会を市民に提供することができた。市民からは
事業の継続を求める声も多く、新たな取り組みの実施に向けて、その
手法を含め検討する必要がある。

文化芸術に
親しむ環境
の整備

26
文化施設の整備と活
用

文　化　課
・伊都文化会館大規模改修事業
・多目的ルームの利用促進

・伊都文化会館利用者数

・伊都郷土美術館利用人数

93,536人

8,231人

78,253人

10,371人

98,127人

9,663人

100%

132%
A

98,000人

7,300人

伊都文化会館では目標を達成することができた。今後とも指定管理者
と協議を行い利用者増に取り組んでゆく。伊都郷土美術館では目標を
大きく上回る利用人数であった。これは昨年に引き続きミュージアムコ
ンサートなどの新しい事業により市民の関心を得られた結果と考える。
今後も新たな取り組みを企画し、入館者増を目指す。

27
糸島市図書館の整備
と活用

文　化　課
・糸島市立図書館の運営
・おはなし会や各種講座・研修等の実施

・図書貸出冊数

・蔵書冊数

536,000冊

248,000冊

599,627冊

269,608冊

582,611冊

280,267冊

104%

104%
A

560,000冊

270,000冊

貸出冊数については目標を達成することができたが、これは図書館の
新たな3館体制が、市民に定着してきたためと考えられる。蔵書冊数に
ついても計画的な図書購入を行い目標達成することができた。
今年度も市民に親しまれるよう様々な取り組みを企画し、貸出冊数の
増を目指す。

28
図書館と学校・保育
所等との連携事業の
推進

文　化　課

・小学生読書リーダー養成講座の開催
・中学生読書サポーター養成講座の開催
・糸島市読書啓発ポスターコンクールの実
施

・「小学生読書リーダー養成講座」の受講
児童数
・読書活動の実施校数

62人

15校

122人

16校

152人

15校

96%

94%
B

158人

16校

平成29年度小学生読書リーダー養成講座は参加者が30名であった。
姫島小が６年生不在で２名減少で、目標数値に達しなかった。
読書活動については１校を除く学校で何らかの活動を実施したが、目
標を達成することができなかった。
今後とも養成講座等を開催し、学校における読者活動推進に取り組ん
でゆく。

郷土と歴史と
文化に誇りを
持たせる文
化・芸術の振
興

歴史、文化
財の保護と
環境整備

図書館サー
ビスの充実
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学校・家庭・地域連携による学力向上推進 《施策１》 

現状と課題 

施策の目的 

◇現状 
  ○各学校においては、「めあて」と「まとめ」のある授業の実施、家庭と連携して学習習慣の確立に向けた    
    取組を行うなど、実態に応じた学力向上の取組が行われている。 
  ○平成26年度の全国調査（国語、算数・数学）では、各教科平均で、小学校は平均2.4ポイント、中学校は、   
    平均2.5ポイント上回っている。また県調査（理科、社会、英語※中のみ）では、小学校は平均1.4ポイント   
    中学校は1.6ポイント上回っており、糸島市の平均は、全ての区分において国、県の平均を上回った。 
◆課題 
  ○学校間差や同一校内における学年間差が見られる。効果のある取組が、全小中学校で共有される必要が 
    ある。  
  ○若年教員大量採用に伴い、教員の指導力を組織的に向上させる必要がある。指導者の育成を含め、計画    
    的に人材育成を図る必要がある。 

○国や県の学力実態調査に加えて市の学力実態調査を実施し、各学校及び児童生徒の実態に応じた学力向   
  上の取組を支援する。 
○小中連携を推進する中学校区事業を推進するとともに、成果を共有化するための研究発表会を開催する。 
○質の高い授業を確保するとともに地域による教育力のさらなる活用を図るために、土曜授業を推進する。 

主な取組・事業 

取組・事業名等                      概      要 

市学力実態調査 
全小中学校において、学力調査及び学級満足度調査を実施する。これらの調査結果 
をもとに、日々の授業における課題を分析し、授業改善を図る。 

小中連携事業の推進 
中学校区ごとに研修会を開催し、校区の児童生徒の課題と解決のための方策を共有 
化する。研究発表会で優れた取組等を全小中学校に公開する。 

糸島市学力向上推進 
委員会の設置 

学力向上の取組を全市的なものとするために、小中学校長、教頭、主幹教諭代表及 
び九州大学教授等からなる糸島市学力向上推進委員会を組織し、糸島市の学力の 
現状と課題を整理し、取り組むべき内容やその方法について協議を行う。 

土曜授業の推進 
 土曜授業を年10回程度実施し、授業時数を確保して学力向上の取組を行うとともに、
学校、家庭、地域が連携した教育活動を推進する。 
※平成29年度から、学力向上地域協働事業を実施 

学習習慣定着事業 少人数での習熟度別学習等を推進するとともに、地域人材や教員免許を有する外 
部講師等を活用し、各小学校で４年生以上を対象とした放課後宿題教室を実施す 
る。 

九州大学との連携 
伊都塾 

夏期休業中に4日間、九大伊都キャンパスにおいて伊都塾を実施する。質問教室に 
加えて九大生が企画する学習教室を開催し、大学生の学びに対する考えに触れる 
機会を設けることで、学びに対する志を高める。 

学力向上のための研修 
の実施 

糸島市教育センターにおいて、 小中学校合同講５講座（19回）の授業力向上研修
を実施する。 
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指  標 

全国調査において 
全ての区分で平均を 
上回った学校数 

全国学力・学習状況調査において全ての 
区分で全国平均を上回った学校数 
  小：国語Ａ、Ｂ 算数Ａ、Ｂ  理科 
  中：国語Ａ、Ｂ 数学Ａ、Ｂ  理科 

平成26年度 
小学校6校 
中学校2校 

 

 
※ 
27年度状況 
小学校 4校 
中学校 1校 

 

平成29年度 
    (16) 
小学校８校 
    (７) 
中学校２校 

福岡県学力実態調査（小５・中２）において、
全ての区分で県平均を上回った学校数 
  小：国語 算数 
  中：国語 数学  

指   標                指標の概要          現状値     平成２８年度     最 終 

県平均を上回った 
教科区分数 

平成29年度 
    (16) 
小学校７校 
    (７) 
中学校４校 

（１０校） 
小学校７校 

 （４校） 
中学校２校 
 
 

（１０校） 
 小学校１２校 

 
 （５校） 

中学校 ４校 
 
 

 

 

  － 
 
 
※ 
27年度状況 
小学校 6校 
中学校 3校 
   

主な取組・事業 

取組・事業名等                      概      要 

特色ある中学校教育 
活動 

学校外施設での宿泊に伴う費用負担を一部補助して勉強合宿を推進し、学習習慣
の定着を図るとともに、集団生活における規律や克己心を身につけさせる。 

特色ある小学校教育 
活動 

児童移送費に係る負担を一部補助して全校参加による小学校音楽会を実施し、児童
の情操を養うとともに、表現力を育成し自己肯定感の向上を図る。 
 

『糸島力』研究会の実施 
九州大学と連携し、学ぶ意欲や学びの効力感を核とした２１世紀型の学力である
『糸島力』を育むための「学びのDesign」（教育課程等）について、理論や授業実践
に関する視察や研究協議を行う。 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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糸島の心を育てる道徳教育の推進 《施策２》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

○ 全ての学校において、道徳の時間もしくは道徳科の学習指導が年間３５時間以上実施がされている。      

○ 児童生徒の規範意識や社会性、克己心等の心の成長を促す体験的活動を推進する。 

取組・事業名等                      概      要 

指   標            指標の概要           現状値    平成２８年度      最 終 

自己の成長を実感する 
「二分の一成人式」  
「立志式」等の実施 

 小学校４年生「二分の一成人式」中学校２年生「立志式」で、今までの自分
を振り返り、将来を考える教育活動を実施する。 

「二分の一成人式」  
「立志式」等の実施 

平成26年度 

小 15/16校 
中  2/7校 
※ 
27年度状況 
小 １5/16校 
中  ５/７校 

平成29年度 
  (16) 

小   １５ 
   (７) 
中   ６ 

○ 児童生徒が自己の成長を自覚し、主体的に自分の将来を考える機会を設定する。 

小学校４年生「二分の一成人式」 
中学校２年生「立志式」 等を実施 
した学校数 

○ 自分の成長を自覚させ、自己有用感を高める機会を設定する必要がある。  

○ 小学校で「二分の一成人式」、中学校で「立志式」を行い、自己の成長を実感させる体験を行っている。 

◆課題 

◇現状 

○ 道徳の時間もしくは道徳科の指導力については、学校間や教師間の差がみられるとともに、教科化への対応が迫られ 
  ている。 
○ 規範意識や社会性、克己心等の心の成長をうながす体験的な活動を意図的・計画的に設ける必要がある。 

集団宿泊体験活動の推進 

集団宿泊活動（自然教室など）のメニューに遠行・登山・野外宿泊等の心身
の鍛練を位置付け、社会性や克己心等を育てる教育活動を取り入れて実
施する。 

野外宿泊活動の実施 集団宿泊活動に、遠行、登山、野外
宿泊等の心身の鍛錬を位置づけ、
社会性や克己心等を育てる教育活
動を実施した学校数 

平成29年度 
  (16) 

小  １５ 
  (７) 
中  ６  

○ 学校と保護者が連携により基本的な生活習慣を育成する取り組みが充実してきている。（新家庭教育宣言運動） 

テキストを用いた 
「いとしま学」の実施 

郷土に対する理解を深め誇りをもたせるとともに、糸島人としての自
己の生き方を探究する「いとしま学」を全校で実施する。 

 （全校） 
小 １５校 
※未実施の１校 
  は対象外 

（3校/7校） 
中 ７校 

平成26年度 

小 15/16校 
中  4/7校 
※ 
27年度状況 
小 １5/16校 
中  ２/７校 

 （全校） 

小 １４校 
 (全校） 
中   ４校 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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個に応じた細やかな生徒指導の充実 《施策３》 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

○いじめ、暴力行為などの問題行動や不登校の未然防止・早期対応に向け、一人ひとりに応じたきめ細かな 
  指導や相談等ができるように、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の配置を行い、 
  学校における生徒指導の充実を図る。 
○いじめ防止基本方針に基づき、いじめを生まない学校づくりに勤めるとともに、いじめ問題の早期発見・早期  
  対応を図る。 
○いじめ、不登校、問題行動（ライン問題も含む）等への具体的対策をたて、各学校を支援する。 

不登校の発生率 

取組・事業名等                      概      要 

相談機関やＳＳＷの配置 
充実及び関係機関との 
連携 

 

教育相談室、適応指導教室、スクールソーシャルワーカー配置の充実を図るとともに、 
専門家や関係機関との連携等により、いじめや不登校の予防・解消を図る。 
  

いじめ防止基本方針に 
基づく取組の実施 

糸島市いじめ防止基本方針を参酌して策定した学校のいじめ防止基本方針に基づき、
いじめを生まない学校づくり、早期発見・早期対応に継続的に取り組む。また、いじめ 
防止等対策連絡協議会、いじめ防止等対策委員会を設置し、組織的対応を推進する。 

指   標                指標の概要           現状値   平成２８年度        最 終 

小中学校の不登校発生率が国の発生率を下回る 平成２６年度 

小学校0.54％ 
中学校3.62％ 
※ 
27年度状況 
小学校0.77％ 
中学校2.92％ 

平成29年度 
小中学校とも 
全国の発生率 
を下回る。 
小 0.81% 
中 4.74% 
※全国数値未発表 

現状と課題 

◇現状 
 ○いじめについては、２６年度以降に定義が改まったこと  
   により認知件数が増えている。 
◆課題 
 ○教師による発見割合が少ないといった課題がある。 
 ○ＳＮＳを使ったいじめ等、新しい様態のいじめが発生し 
   ており、その対策が喫緊の課題である。 
 ○関係機関との連携も含めて、学校における組織的な対 
   応力を高める必要がある。 

  不登校 24年度 25年度 26年度 27年度 
小学校 14  21 31 44 
中学校 74  91 107 83 

 いじめ 24年度 25年度 26年度 27年度 
 小学校 10  2 20 26 
 中学校 9 4 20 12 

【不登校の児童生徒数】  

【いじめの認知件数】  

  全国 糸島市 

小学校 0.36% 0.35% 

中学校 2.69% 2.99% 

平成25年度発生率 

中学校少人数学級推 
進事業 

中学校１年生に対し生活習慣や学習習慣、教科の学び方等をきめ細やかに指導する 
ため、３５人の学級編制を実施する。そのため、市費負担教職員を任用する。 

発生率：全児童生徒数に対する不登校児童生徒数の割合 
解消率：不登校児童生徒に対する指導の結果登校できるようになった児童生徒の割合 

不登校の解消率 
  全国 糸島市 

小学校 32.9% 55% 

中学校 29.8% 47% 

小中学校の不登校解消率が国の解消率を上回る 

平成25年度解消率 

平成２６年度 

小学校41.9％ 
中学校43.9％ 
※ 
27年度状況 
小学校61.4％ 
中学校61.4％ 
 
 
 

前年度を下回る。 
   （０．６%） 
小学校０．６７％ 
 
   （２．９％）  
中学校３.４６％ 

前年度を上回る 
 

（７０%） 
小学校６０．５％ 
 
   （６５％） 
中学校６１．０％ 

平成29年度 
    (75%) 

小学校50.0％ 
          (70%) 

中学校43.2％ 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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健やかな体をつくる食育の推進 《施策４》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

◇現状 
  ○すべての学校で「食に関する指導の全体計画」を策定し、教科や特別活動、総合的な学習の時間等の時間 
    を使って全職員で食育を推進している。 
  ○学校給食を「生きた教材」として活用し、特に「地場産食材の活用」は生産者との交流や体験を通じ、生産者 
     へ の感謝の念、地域産業や文化への理解、 郷土への児童生徒の関心を深める効果をあげている。   
  ○市内全小学校で弁当の日を（全校で年１回、学期１回、月１回と段階的に）実施している。 
◆課題 
  ○食育の内容が栄養指導のみに終始することのないよう、学年の発達段階に応じた系統的な指導に改善する 
    必要がある。 
  ○食育の推進・地産地消率の向上に向けて、すべての学校に専任のスタッフ（栄養士等）を配置する必要があ 
    る。（未配置８小学校）    
  ○現在、地場産物（米・野菜・果物）使用量の集計を実施しているが、使用率の向上に向けた具体的な方法を 
    確立するには至っていない。 

○地域の旬、特産品に着目した献立の作成（月１回あるいは学期に１回）により、学校給食における地産地消率  
    の向上を図る。 
○地場産食材使用の調理実習により、児童生徒の食に関する知識の習得・食生活への改善意識向上を図る。 
○児童生徒と生産者、生産者団体・グループとの交流を図ることにより、児童生徒の生産者への感謝の念、地   
    域産業への理解、郷土への関心を深める。 

学校における地産地
消率（重量ベース） 

野菜・果物の学校給食における供給率 平成26年度 

 ３９.０％ 
※ 
27年度状況 
 39.1％ 

平成29年度 
  (44.0) 

 37.1％ 

取組・事業名等                      概      要 

料理教室の開催 栄養士・給食調理員等による公民館・学校における地元食材を使った子ども料理教
室を開催する。 
また、校外行事や料理教室での学習を生かし、弁当の日の取組を推進する。 

給食交流会の開催 
ゲストティーチャー等の活用、子どもたちが栽培、収穫したものを給食の食材に活用
した交流会を実施する。 

指   標                指標の概要        現状値    平成２８年度     最 終 

ふるさと発見ランチの提供 学校給食にて地域の旬、特産品に着目した献立の作成・提供（月１回あるいは学期
に１回）を実施する。 

※米の学校給食における供給率26年度99％ 

（弁当の日の推進） 

「食育の日」の拡充 
学校栄養職員部会が設定している毎月１９日の「食育の日」で、地域特有の料理を
献立に組入れるなどの取組により、 「食育の日」の拡充を図る。 

 （４１．０%） 

  
  ３１．０％ 
 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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体力の向上と文化・体育活動の活性化 《施策５》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○平成26年度の体力・運動能力得点を国・県と比較  
   すると、糸島市の児童生徒の体力・運動能力は高  

   い。※27年度も同様の傾向 
◆課題 
  ○運動を「ほぼ毎日」「ときどき」する児童生徒の割 
   合が中学校になると減少する傾向にある。 
     ※全く運動しないと回答した児童生徒の割合 
       小５男子：３．３％、小５女子：５．３％ 
       中２男子：５．３％ 中２女子：１４．７％  

○各学校においては、児童生徒の実態に応じた体力向上プランを策定し、日常的な体力向上の取組を実施す 
  るとともに、体育の授業の工夫・改善を図る。 
○アスリートやスポーツ指導員の活用により体育科学習を充実させ、体力や運動に親しむ態度の育成を図る。 
 

一校一取組の設定 
と、継続的な実施 

全国体力・運動能力、運動習慣等調
査に基づいて児童生徒の課題を明
らかし、一校一取組を設定して、継
続的に取り組んだ学校数 

取組・事業名等                      概      要 

体力向上プランの策定 
と実施 

児童生徒の実態に応じた体力向上プランの策定と、プランに基づく継続的な取組を 
行うとともに、運動する喜びを味わう体育の時間の授業改善を図るとともに、体力向 
上に向けた一校一実践の取組を推進する。 

運動能力向上事業の推進 運動能力に秀でたアスリートや継続的に運動に取り組んでいる人材を体育の授業に 
招き、運動に対するあこがれの心を培うとともに、体育の時間の授業改善を図る。 

指   標             指標の概要           現状値     平成２８年度      最 終 

スポーツ指導員による 
学校支援の実施 

体力テストの実施や体育の授業の充実のため、また、生涯にわたって運動に親しむ 
態度を育成するニュースポーツを学ぶためにスポーツ指導員の活用を推進する。 

【平成26年度体力合計点】 

  小５男子 小5女子 中2男子 中2女子 

 糸島市 54.70 55.84 42.38 50.52 

 福岡県 53.99 53.99 40.66 46.85 

 全国 53.91 55.01 41.74 48.66 

 県との比較 0.71 1.85 1.72 3.67 

 全国との比較 0.79 0.83 0.64 1.86 

調査種目：①握力 ②上体起こし ③長座体前屈 
        ④反復横跳び ⑤シャトルラン ⑥５０ｍ走 
        ⑦立ち幅跳び ⑧ボール投げ  

平成26年度 
小 全校 
中 全校 
※ 
27年度実態 
小 全校 
中 全校 

外部の人材等を活用 
した学校支援の実施 

体力テストや体育授業の充実のため、
運動能力に秀でたアスリートやスポー
ツに親しむことの楽しさを伝えるス
ポーツ指導員を活用した学校数 

 （全校） 
小学校全校 
中学校全校 

（全校） 

小 １４校 
中  ４校 

平成29年度 
   (全校) 

小 全校 
  (全校) 
中 全校 

平成29年度 
   (全校) 

小15/16校 
   (全校) 

中 2/6校 

平成26年度 
小 15校 
中   1校 
※27年度実態 
アスリート 
 小 5/16校 
 中 1/6校 
指導員 
 小 8/16校 

 中 0/ 6校  
 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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特別支援教育推進体制の充実 《施策６》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○本市における特別支援学級の在籍者数は平成24年度までは140名前後であったが、25年度以降、毎年 
    30名以上の割合で急増し、28年度は336名と4年前の２倍以上の人数に至っている。通常学級においても 
    同様 の傾向が見られ、就学相談の件数も5年間で２倍以上に増加している。  
◆課題 
  ○障がいのある子どもたちが、自立し、主体的に社会参加できる力を身につけることができるように、一人 
   ひとりのニーズに応じた小中学校一貫した継続性のある支援の充実を図るとともに、障がいのない子ども 
   との交流及び共同学習等を推進する必要がある。 
  ○教職員が発達障害についての理解を深め、障害に応じた適切な支援を行うことができるようにするための 
   研修を充実させる必要がある。 
   
   

○障がいのある児童生徒の教育的ニーズに応じた適切な指導及び支援を行うことにより、一人ひとりが自立 
 し、主体的に社会参加ができる力を育成できるよう、特別支援教育の充実を図る。 
○「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」に基づく指導の実施による継続的支援の充実を図る。 

  

  

取組・事業名等                      概      要 

みなかぜ相談 

学校における特別支援教育コーディネーターを中核とした体制の整備と日常的な交流 
教育を実施する。交流教育を支援する特別支援教育支援員を配置する。 

特別支援教育充実事業 

相談活動をとおして、相談児童生徒の教育的ニーズを把握し、通常学級における特
別な支援を要する児童生徒への指導の充実を図る。 

学校の要請に基づいて臨床心理士を学校に派遣し、通常学級に在籍する特別な
支援を必要とする児童生徒への対応について、指導の方法について学ぶ機会を
提供する。 

指   標                指標の概要          現状値   平成２８年度        最 終 

特別支援教育推進体 
制の充実 

通常学級における、特別な支援を 
必要とする児童生徒の「個別の教 
育支援計画」「個別の指導計画」を 
作成し、支援を具体化した学校 

平成26年度 
     19校 

※27年度状況 
  22校 

平成29年度 
  (全校) 

 22/22校 

臨床心理士による学校 
巡回を活用するとともに 
、適切な支援を行うため 
に「個別の教育支援計 
画」及び「個別の指導計 
画」を作成している学校 

交流及び共同学習の
推進 

校区内に在住する特別支援学校に通学する児童生徒と、交流及び共同学習を推進
する。 

平成29年度 
  (全校) 

 19/22校 

臨床心理士巡回事業を活用し、発達 
障害のある児童生の指導について研 
修を行った学校 

平成26年度 
   18校 

※27年度状況 
   21校 
  

 （２２校） 

 １８校 
 
  

巡回型通級指導教室の 
実施 

学校の要請に基づいて臨床心理士を学校に派遣し、特別な支援を必要とする児童
生徒への対応や指導方法について教職員が学ぶ機会を提供するとともに、就学指
導委員会や関係機関との連携を支援する。 

 （２２校） 

 ２０校 
 
  

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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開かれた学校づくりの推進 《施策７》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○家庭・家庭・地域がそれぞれの役割を担うとともに、相互に連携を図りながら協働して児童生徒を育むコ 
    ミュニティ・スクールの取組が進みつつある。 
  ○糸島市ホームページ内の、学校のホームページが整備され、定期的な更新がなされるようになっている。 
◆課題 
      ○コミュニティ・スクールの推進にあたって、①組織の整理、②広報・啓発、③地域との協働イメージの転換   
        （家庭 や地域による学校支援から三者の参画・協働へ）等に取り組む必要がある。   
  ○校区の状況に応じたコミュニティスクールの構築が課題である。特に前原地区３中学校は小学校区が分か 
     れることから、どのようなコミュニティスクールを目指すのかを研究する必要が ある。 

○学校は保護者や地域住民の意向を学校運営に適切に反映させるとともに、学校・家庭・地域が協働して教育 
  活動を展開する、コミュニティ・スクールの導入を 推進する。 
○学校の情報発信のための、学校ホームページの定期的更新とさらなる充実を図る。 

取組・事業名等                      概      要 

指   標                指標の概要       現状値        平成２８年度     最 終 

コミュニティ・スクール 
の組織的推進 

コミュニティースクール 
の実施校数 

コミュニティースクールを実施している 
学校数 

平成26年度 
 

４校 
※ 
２７年度状況 
  １４校 
 

（１９校） 

19校 

学校のホームページの 
定期的更新 

学校のホームページ 
の日常的な更新 

学校ホームページを月１回以上更新 
する学校数 

平成26年度 

14校 
※ 
２７年度状況 
  １５校 
    

「コミュニティ・スクール推進の手引き」を作成・活用して、その意義や役割を周知す
るとともに、九州大学教育学部や生涯学習課・地域振興課と連携して、様々な対象
への研修会等を実施し、コミュニティ・スクールを推進する。また、定期的な評価を実
施し、ＰＤＣＡサイクルに則った改善を図る。 
 

学校ホームページの月１回以上の定期的な更新を行う。 
学校の要請に応じて、更新作業についての説明会を開催したり、更新作業の支援 
を企画秘書課と学校教育課共同で行ったりして、各学校が自力で更新できるように 
支援していく。 

平成29年度 
  (全校) 

22/22校 

（全校） 

 
15校 
    

平成29年度 
   (全校) 

11/22校 
    

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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情報モラル教育・ＩＣＴ教育の推進 《施策８》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○インターネット環境が整備され、市内全小中学校においてインターネットを活用した授業を実施している。 
  ○電子黒板や大型テレビを活用した授業は、22校中20校で実施している。 
  ○SNSを使ったいじめや個人情報保護の問題等、情報モラルに関する指導を全小中学校において指導をし 
    ているが、問題事象が刻々と変化しており、 さらなる効果的な取組を行う必要がある。   
◆課題 
  ○電子黒板や大型テレビの活用は、資料の提示や資料の拡大等が主なものであり、機能を有効に活用 
    できているとは言えない。また、活用を推進するための研修等が実施できていない。 
  ○情報モラルに関する指導を関係機関と連携して行う必要がある。また、家庭や地域とも連携するとともに、 
     学校全体あるいは市全体の取組として、各機関が連携しながら指導を進める必要がある。 

○ＩＣＴを活用した効果的な教育の在り方について明らかにするために、モデル校を選定しＩＣＴ環境を整える。 
 平成27年度から研究を推進し、29年度末までに成果をまとめる。その成果を次期パソコン導入時における整 
 備計画に反映させる。 
○情報モラルの教育にあたっては、生徒自身の判断力を高め、自律的にモラルを守ろうとする生徒を育てる。   
  同時に、生涯学習課や関係団体等と連携を図り、生徒を取り巻く大人社会の環境在り方について啓発を進 
  める。 

ＩＣＴ教育推進事業の
実施による教育効果
の検証と整備計画
の策定 

取組・事業名等                      概      要 

ＳＮＳ活用の在り方を生徒自らが考えて提言する「子どもサミット」を実施し、各中学
校において生徒会を中心に情報モラルを守るための取組を行う。また、この取組を 
小学校に広げる。 

   指   標                              指標の概要                  現状値    平成２８年度      最 終 

情報モラル、規範意識
の育成 

ＩＣＴ教育推進事業  ＩＣＴ環境を整えた環境での情報教育の在り方について、ＩＣＴ環境（タブレット端末、
電子黒板等）を整備したモデル校を１校設定し、情報教育の在り方や、タブレット端
末等の活用について調査研究を行う。 

（モデル校１校 
で実証） 
 
   1校 

平成29年度 
   (全校) 

 22/22校 

ＩＣＴ環境（タブレット端末、電子黒 
板、無線ＬＡＮ環境等）を整備した 
モデル校の設定とＩＣＴを活用した 
実践と、その成果を生かしたＩＣＴ 
整備計画の策定 

平成2６年度 

   － 

 情報モラル、規範意 
 識の育成 

ライン等のＳＮＳ活用の在り方
を生徒自ら考え、生徒会を中心
に情報モラルを守るための取組 
を行った中学校数 

平成26年度 

 １校 （全校） 

全校 

平成29年度 
ＩＣＴ整備計画 
策定 
(モデル校1校で 
実証) 

※2７年度状況 
モデル校１校 
で実証 

 
※2７年度状況 
  全校 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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グローバル人材を育成する英語教育の推進 《施策９》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○国際化・グローバル化の進展に対応できる児童生徒を育成するため、２４年度以降、研究指定校を設けて 
    小学校英語教育の研究を推進している。その成果を活用して、２８年度からは市独自のテキストを活用し 
    て、小学校３・４年生での英語活動を国の全面実施に先駆けて実施する。 
◆課題 
  ○国の全面実施に先行しての取組であるため、教材の確保と教員の指導力向上に向けた研修機会の確保 
    が必要である。 
  ○小中を通して英語教育への関心や意欲を高める取組が必要である。 
   

○国際化・グローバル化に伴い、広い視野を備え、社会に貢献できるグローバル人材の育成が求められてい 
  る。語学力や他者とのコミュニケーションに対する意欲を高める教育の充実を図る。また、そのために教材 
  や教員研修を充実させ、授業力向上に向けた組織的な取組を推進する。 

取組・事業名等                      概      要 

中学校英語検定推進事業 中学校２年生以上の希望者を対象に、英語検定４級以上試験の受験料の一部を 
年間２回を上限に補助し、英検取得率の向上を図る。 

小学校英語力向上事業 小学校３・４年においては国の全面実施に先行して、市独自のテキストを用いて年間 
３５時間の「英語活動」を実施する。 

 指   標            指標の概要           現状値     平成２８年度     最 終 

小学校英語力向上 
事業の実施状況 

平成26年度 
  ４校 
※平成25年度より 
のべ5校で実施 

※２７年度状況 
６校、２５年度 
よりのべ１１校で 
実施 
 

 

平成28年度の先行実施に向けて、 
教材開発やカリキュラムの開発を 
行う小学校数 

教員の英語指導力向上と学校における推進体制の向上に向けて市教育センターで 
校内リーダー養成のための断続研修を実施する。 

英語指導力向上 
研修への参加者 
数 

市教育センター研修事業の参加者数 
・英語教育リーダー養成講座の実施 
 各小学校より1名の参加 
・一般教職員向け研修  

英語力向上指導者研修 

平成26年度 
担当者研修 
  ４４人 

   
 

 （リーダー養成研 
  ２２名×3回） 
     ２２×３回 

 
 コーディネータ一 

 派遣研修  
    （８校） 
    １２校 

 

（全校で市独自 
のテキストを用 
いて実施） 
 

  全校 
  

平成29年度 
(全教職員が
受研) 
 

小学校16校
で実施 

英語教育コーディネーター 
の配置による校内研修の 
充実 

市教委内に、嘱託の英語教育コーディネーターを配置し、教員研修の企画運営、学校 
における教員研修の講師、ＡＬＴとの調整等を行う。コーディネーターは、学校の申請に 
基づいて校内研修への助言等も行う。 

※平成２７年度をもってカリキュラ
ム・教材開発は完了し、２８年度よ
り全面実施 
  

平成29年度 
 
全校で市独自 
のテキストを用 
いて実施 
  

※27年度状況 
リーダー養成研 
  16名 
一般教職員研修 
  ８０名 

 
中学校英語検定 
３級以上取得率 

中学校３年全生徒数に対して、英語
検定３級以上に合格した者の割合 

平成２６年度 
 １１．０％ 
※２７年度状況 
 １３．７％ 

 （１４．１％） 
  １１．４％ 
※4級 ５．１％ 
 

平成29年度 
英検3級取得率 
  (14.5%) 

  19.4％ 
 
 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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地域の教育力を活用した特色ある学校づくりの推進 《施策10》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○環境・福祉教育については、総合的な学習の時間等において、全小中学校で実施している。 
  ○平成25年の市のゴミの発生量は28，522トンであり、前年比で555トン（約1.9％）のゴミが減量されている。 
  ○リサイクル率についても、平成２３年度22.2％、24年度25.9％、25年度26.4％と徐々に向上している。 
  ○年齢区分別人口を平成12年から32年（推計）の長いスパンで見ると、年少人口が5.6％減少しているのに 
    対し、老年人口は14.1％の大幅増と、少子高齢化により人口構造が大きく変化する。   
◆課題 
  ○小中学校においては、体験学習や福祉施設等での交流を通じ、環境問題を自分の問題としてとらえたり、 
     高齢者や障がい者への理解を深め、「優  しい心」を育んだりする必要がある。 

○福祉支援課や生活環境課と連携しながら学習を進め、児童生徒が、環境・福祉の問題を、自分の問題とし 
   てとらえ、自分たちにできることを考え、実践することをと おして、環境・福祉についての理解を深めるととも  
     に、自分の生き方について考えることができるようにする。 

体験活動を通した
環境や福祉に関
する学習 

取組・事業名等                      概      要 

自分にできる，今すぐできる、目の前の環境問題としてゴミの減量、ゴミの分別によ
るリサイクル運動を実施する。 

   指   標                              指標の概要                   現状値     平成２８年度      最 終 

 リサイクル運動の取組 

福祉支援課・社会福祉
協議会、生活環境課等
との連携 

 社会会福祉協議会等と連携することで、学校での体験活動や健康福祉センターや
デイサービスセンターでの体験活動等を実施する。 

 平成26年度 

  １9校 
 
※27年度状況 

  2０校   

平成29年度 
     (全校) 

  全校 

福祉支援課や社会福祉協議会 
と連携し、体験活動を実施した 
学校数 

リサイクル運動へ
の取組 

ゴミの減量や、リサイクル運動 
に取り組んだ学校数 

平成29年度 
  (全校) 

  全校 
 

平成26年度 

  １9校 
 
※27年度状況 
  21校 

 （2１校） 
 １９校 

 
  （全校） 

  １９校 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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防災教育の推進 《施策11》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

◇現状 
  ○火災、地震、津波を想定した避難訓練については、１００％の学校が実施している。 
  ○危機管理マニュアルについては、１００％の学校が作成している。 

  ○UPZ圏内の学校は全校、緊急時防護措置準備区域に対応したマニュアルを作成している。 
◆課題 
  ●教職員の防災に関する意識を高めるために、講師招聘による防災に関する研修を充実させる必要がる。  
  ●ＵＰＺ圏内の学校は、マニュアルに基づく訓練を地域と共に行う必要がある。 
   

○教職員の防災教育に関する知識を高め、児童生徒の安全・安心の確保のための専門性を高める。 
○消防署等と連携し、風水害に対応した避難訓練を実施し、児童生徒及び教職員が風水害に対し早急で柔 
  軟な対応ができるようにする。 
○緊急時防護措置準備区域（UPZ）に対応したマニュアルに基づく訓練を実施し、不慮の事態に備える。 

取組・事業名等                      概      要 

指   標           指標の概要          現状値     平成２８年度     最 終 

緊急時防護措置準備区 
域対応マニュアルに基づ 
く原子力防災訓練の実施 

危機管理課と連携し、福吉小学校、福吉中学校、深江小学校、二丈中学校、引津小 

学校、姫島小学校・志摩中姫島分校、志摩中学校において原子力防災訓練を実施す
る。 

風水害に対応した避難 
訓練 

消防署等と連携し、風水害に対する理解を促すとともに、避難訓練を実施し風水害に 
早急で柔軟な対応ができるようにする。 

教職員研修の実施 全小中学校において、消防署等と連携した研修会を校内研等に位置づけ、年に１度 
実施する。 

危機管理マニュアルの点 
検 

全小中学校の危機管理マニュアルの各項目について点検し、不備があるものにつ
いては修正を指導する。併せて、校長会を通じて対応の共有化を図る。 

地震・風水害に対応
した避難訓練の実施 

専門性の高い講師の指導による 
避難訓練を実施する。 

危機管理課と連携した、避難 
訓練の実施とマニュアル等の 
見直し 

ＵＰＺ圏内の学校におい 
て、緊急時防護措置準 
備区域対応マニュアル 
に基づく避難訓練の実 
施 

平成２６年度 

小学校15校 
中学校6校 
 
※27年度状況 
小学校15校 
中学校 6校  

 

（ＵＰＺ 
 圏内全校） 
  
 ６校/７校 
 ※残り1校は 
  隔年実施 

 平成２６年度 

   － 

（全校） 

全校 

 
 

平成29年度 
(全校) 

全校 

平成29年度 
(ＵＰＺ圏内の
全校） 

※隔年実施に
て全校実施 
 

※27年度状況 
  
  ４／７校  

 ※ 隔年実施を最低ラインと 
   する 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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校務用パソコンの導入による校務の効率化 《施策12》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○各学校内にサーバを設置し、LAN回線を活用して校内ネットワークを構築している。 
  ○校内LANを活用して、各学校独自に情報の共有化を図っている。 
  ○学校教育ネットワークを構築した。 
  ○糸島市コンピュータ利用推進協議会再構築を行った。 
◆課題 
  ○糸島市コンピュータ利用推進協議会を活性化させるとともに、ネットワークを管理する担当者の育成を 
    図る必要がある。 
 

○各学校間のネットワークを有効に活用し、各学校間の情報の共有化を図ることにより、事務の効率化を図る。 
○情報の共有化により、授業の充実を図り学力の向上につなげる。 
○糸島市コンピュータ利用推進協議会を活性化することにより、教職員全体のスキルアップを図る。 

各学校が保有する 
知的財産を蓄積数 

当該サーバに格納した情報の数 平成２６年度 
 

 0項目 
 
※27年度状況 
 323項目 
 
 

平成29年度 
 
新規項目 
 (380) 
 ５９９項目 
のべ 
 (1,053) 
1,502項目 

取組・事業名等                      概      要 

学校教育ネットワーク 
構築事業 

ネットワーク構築に伴い、各学校が保有する知的財産を蓄積するとともに他校の
情報を活用することにより授業改善を図る。 
 

（サーバについては、共有化を図るため将来的には糸島市教育センターに移設予
定） 

糸島市コンピュータ利用 
推進協議会の活性化 

糸島市コンピュータ利用推進協議会を活性化させることにより、各学校の情報の 
共有化を図るとともに、全教職員のIT技術の向上を図る。 

指   標              指標の概要         現状値    平成２８年度     最 終 

新規（350項目） 
 
  ５７９項目 
 
のべ（673項目） 
      
  ９０２項目 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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学校施設整備の推進 
（普通教室空調設備整備） 

《施策13》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○教室の室内環境において、近年の異常気象による気温上昇や光化学オキシダントなどの大気汚染による学 
    習環境への影響が懸念される状況にある。 
    夏季の猛暑に対応するため平成２４年度にすべての普通教室に扇風機を設置しているが、３０度を超える真 
    夏日や大気汚染が発生する状況下では、十分な設置効果が見込めない状況である。 
 
◆課題 
  ○猛暑による児童生徒の授業への集中力が阻害され十分な授業効果、学習意欲の向上に支障が見られる。 
  ○悪天候や大気汚染などにより教室を締め切った場合、扇風機の温度調節効果が不十分となる。また、教室 
    の机の位置により効果が異なる。 
  ○猛暑による児童生徒の体調へ与える悪影響が懸念される。 
  ○普通教室への空調機設置による学習環境の向上、児童生徒の十分な体調管理、熱中症対策などが必要で 
    ある。 

○快適な学習環境の整備により児童生徒への十分な授業効果を図るとともに学習意欲の向上を図る。 
○空調機の設置により扇風機との併用を図ることで過度な温度調節を防止し、児童生徒の体調に配慮した運用 
  を行うとともに省エネ効果も図る。 

学校における空調設
備整備率 

小中学校の普通教室への 
空調設備整備率 

平成26年度 

  ０％ 
平成29年度 

１００％ 

取組・事業名等                      概      要 

普通教室空調機設置 平成28年度より普通教室への空調設備を整備するため平成27年度から平成28年
度まで空調機設置工事にかかる実施設計業務を実施する。 

普通教室空調機設置 

平成28年度から平成29年度において小中学校22校（分校含む）の普通教室（351教
室）へ空調機の設置及び受電設備の整備を行う。 

   指   標           指標の概要                現状値             平成28年度          最 終 

（実施設計業務） 

平成27年度 

  ０％ 

（空調機設置工事） 

（小 2/16校） 
（中 6/ 7校） 

小 0/16校 
中 0/ 7校 

小(16/16)全校 

中 (7/7)  全校 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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学習できる環境づくりの推進 《施策1４》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○出前講座は、市の職員が講師になり、市政情報を積極的に発信することで市民に理解してもらい、 市民 
    協働のまちづくりを進めるために実施している。生涯学習情報誌は、市民の学ぶきっかけをつくるため、 
      学習情報を一冊にまとめ、1,400部作成、市立公民館、健康福祉センター、各庁舎等に配布している。 
◆課題 
  ○出前講座については、講座の申し込みが多い講座と、申し込みがない講座もあり、市民のニーズ調査や 
   各課の意見聴取などが必要である。市公式ホームページや広報紙での積極的な情報提供が必要である。 

○長期総合計画の基本目標である「みんなの力で進める協働のまちづくり」を実現するために、生涯学習機会 
     の充実に取り組んでいく。 
○市政に関する理解を深め、市民参画のまちづくりを進めるとともに、学習機会の提供と意識啓発を図る。 

出前講座の実施回数 市民等からの申請に基く講座 
の実施回数 （３５０回） 

 ３４８回 

平成29年度 

 (350) 

３２０回 

取組・事業名等                      概      要 

出前講座の実施 
市民のリクエストに応じて、希望する時間場所に職員を派遣し、市政の説明や専門 
知識を生かした話・実習などをお届けする。（メニュー：７４講座） 
市民へ市政情報を分かりやすく提供し、市民協働のまちづくりを推進する。 

 

     

指   標                指標の概要       現状値   平成２８年度    最 終 

生涯学習情報誌の発行 
市民が参加できる生涯学習関連事業を文化・教養・スポーツ・健康などの分野ごと 
に紹介した情報誌を発行する。 
市民が集う場所に情報誌を設置し、生涯学習のきっかけを提供する。 
 

平26年度 

３４３回 

平27年度 

３７７回 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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公民館活動の充実と広報 《施策1５》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○生涯学習の拠点として各校区公民館において、地域の課題や住民ニーズに合った各種の講座等を開催     
    している。 
  ○市民と公民館の共同運営を推進するため、市民の公民館の自主利用、利用団体の自主運営など、市民  
   協働システムつくりを行っており、公民館主催講座から自主運営サークルへの移行を支援している。 
◆課題 
  ○講座等によっては、参加人数が少数であったものもみられるので、メニューの充実等を検討することも必 
   要である。また活動内容の周知を定期的に行う必要がある。 
  ○各種団体への指導、助言を行うため、公民館職員のさらなるスキルアップが必要である。 
   

○利用者の立場に立った公民館運営を目指す。 
○地域ニーズにあった講座の開催、サークルや団体を支援する。 
○公民館の活動内容を広く周知する。 

公民館自主活動 
サークル登録数 

自主運営サークルの登録数 

平成26年度    
３９７ （４０９） 

４０５ 

取組・事業名等                      概      要 

講座等の開催 高齢者学級、九大連携事業、健康づくり講座等を開催する。併せて、公民館だより 
や、ホームページで情報発信を行う。 

団体、サークル等支援 地域団体、学習サークル等への自主活動、自主運営等を指導・助言する。 

公民館職員研修 各種研修会等へ参加する。 

指   標                指標の概要           現状値   平成２８年度     最 終 

公民館だよりの発行 １５公民館で公民館だよりを発行し、講座のお知らせをしていく。 

平成29年度 

  (419) 

４２１ 平成27年度    
３９９ 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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観望会の実施とボランティアの育成 《施策16》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○平成25年度に移動天文台を購入し、校区での星空観望会を実施、平成26年度からは校区観望会に加え、    
   出前講座で子ども会等を対象に観望会を実施している。 
  ○星空ナビゲーター養成講座を開催し、ボランティア育成に力を入れている。 
◆課題 
  ○将来的にはボランティア団体を中心に観望会を実施していきたい。ネットワーク化をどのように進めるか。 
  ○子どもたちの学ぶ意欲を高めるため、学校との連携をどのように進めていくか。 

○子どもたちが、空や宇宙への夢を創造させる機会を設けることを目的とする。また、指導ボランティアを育て 
  ることで地域の人材育成を図る。 
○市民まつりでの展示や皆既月食観望会などで、糸島の空をアピールすることにより市民の愛郷心を育てる。 

星空ナビゲーター登 
録者数 

星空観望会で天体の紹介や
機器操作をすることのできる
ボランティアを育成する。 

（４５人） 
２８人 

 平成29年度 
   (６０) 

２８人 

取組・事業名等                      概      要 

校区観望会 全１５校区で星空観望会を実施する。 

 

     

指   標                指標の概要     現状値     平成２８年度    最 終 

出前講座 子ども会等のグループ・団体を対象とした講座、“星空ひとり占め”～いとしま天文台
～を実施する。 

出前講座の実施回数 出前講座を活用して観望会を
実施する。 

平成26年度 

１３回 平成29年度 
   (３０) 

２９回 

星空ナビゲーター 
養成講座 

指導ボランティアを育成する養成講座を６回実施する。 

平成26年度 

３４人 

 

     
（２０回） 
１９回 

平成27年度 

３６人 

平成27年度 

１５回 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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生涯学習施設の機能充実と整備 《施策17》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○生涯学習施設として、１５公民館、２屋内運動施設、１１屋外運動施設がある。 
  ○公民館は、台風や大雨など災害時の避難所としての役割も担っている。 
◆課題 
  ○施設が老朽化しており、計画的な改修が必要である。 
  ○高齢者や障害者のためのバリアフリー化が進んでいない。 

○利用者にとって使いやすく、安全な施設を提供するため、計画的に整備する。 
○交流プラザ二丈館を多世代交流施設とし、公民館と図書館の利用者数を増やす。 

深江公民館の
月間利用者数 

深江公民館と図
書館の相互利用
による利用者増 

（１，６９８人） 
１，７０４人 

取組・事業名等                      概      要 

指   標         指標の概要       現状値       平成２８年度       最 終 

屋外体育施設の安 
全点検実施と改修 

年３回の安全点検を行い、危険度、緊急度を５段階に分け、順次改修を行う。 

公民館と図書
館のコラボ数 

公民館と図書館
が連携した事業
数 

 平成26年度   
０ 

公民館改修工事 
公民館訪問による現地確認と館長聞き取りにより、緊急度、危険度の高い 
修繕箇所を順次改修する。自然災害による被害調査を迅速に行う。 
 

平成29年度 
(１，９１９) 

１，７９９人 

平成26年度 

１，４７６人 

平成27年度 

１，５２９人 

 平成27年度   
１ 

（２） 
３ 

 平成29年度 

    (５)   
４ 

防犯カメラの設置 公民館周辺の治安維持のため、防犯カメラ等の設置を進める。 
 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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健全育成事業の充実 《施策18》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○青年団やボランティアスタッフの指導による、キャンプ、野外活動、ディベート講習会、救命救急と救難術 
   講座など様々な体験活動を実施している。 
◆課題 
  ○子どもたちへ適切な指導・アドバイスを行うため、指導者・ボランティアスタッフの発掘・育成が課題である。 
  ○中学生以上の青少年を対象とした「ジュニアリーダー」の育成。 
  ○集団行動やコミュニケーションをとることの苦手な子どもたちへ支援をどうするか。 

○子どもたちに、自然体験・生活体験・異年齢との交流体験など、様々な体験活動を通じて「生きる力」を育 
   むことを目的とする。 
○子ども会ジュニアリーダーとして、小学生への指導や青年団としての活躍、市の事業へのボランティアとし 
    ての参画など、地域等で活躍する人材を育てる。 

取組・事業名等                      概      要 

ドリームトレーサー講座 
小学４～６年生３２名対象（募集）に、キャンプなど様々な体験活動をとおして、協調 
性や忍耐力、社会性など身につける。 

指   標            指標の概要          現状値    平成２８年度       最 終 

ジュニア・リーダー育成 
市内の中学・高校生を対象に、異年齢の仲間が集まり、家庭や学校ではできない 
体験活動をとおして、人生をたくましく生きるための様々な「力」を身につける。 

 ドリームトレーサー 
 講座受講生数 
 

糸島市の青少年健全育成の
ためのリーダー育成講座の受
講者数。 
 

平成26年度 

１６０人 
（２２４人） 
 ２２７人 

平成29年度 
  (２５６) 

 ２６３人 

平成27年度 

１９２人 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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地域活動指導員による運動指導 《施策19》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○誰もが健康で生き生き、安心して暮らせるよう、地域活動指導員やスポーツ推進委員による健康づくり・ 
   体力づくり支援を行っている。 
 
◆課題 
  ○出前講座等により、地域活動指導員による健康づくり・体力づくり支援を充実させる必要がある。 
  ○受講者の年齢は高齢者が多く、若い世代の参加が少ない。 

○公民館講座や出前講座に地域活動指導員を積極的に派遣し、市民の健康づくり・体力づくりを支援する。 
○糸島の海、山、田園地帯など自然のフィールドを舞台に、市民がスポーツを楽しむきっかけを提供する。 

地域活動指導員による運動
講座回数及び受講者の数 

取組・事業名等                      概      要 

地域活動指導員によ
る運動講座の実施 

専門知識をもった地域活動指導員による運動講座を通じ、市民の健康づくり・体力
づくりを支援する。 

平成29年度 
  (７０) 

 ８７回 
 (1,500) 

 1,233人   

（６０回） 
 ７３回 
（1,200人） 
 1,217人 

指   標            指標の概要         現状値    平成２８年度       最 終 

運動講座実施回数 
受講者数 

平成26年度 
５０回1,000人 

スタートアップ運動事
業 

市民の健康増進のため、運動を始めるきっかけづくりとなる事業を開催する。 
体力測定やストレッチ講座等とレクレーション、イベント事業を組み合わせること 
により、広い層の参加を促す。（福岡マラソンプレウォークを含む） 

運動レクレーション
等の開催回数及び
参加者数 

体力測定やストレッチ講座等
をもりこんだイベントの開催 

平成26年度 
 １回29人  （４回） 

  ９回 
 （２００人） 
  １２２人 

平成27年度 
６８回1,195人 

平成27年度 
 １回36人 

平成29年度 
(5回250人) 

22回１３２人 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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「福岡マラソン」の開催 《施策20》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○平成２６年度から福岡市をスタート、糸島市をフィニッシュとする「福岡マラソン」を実施。初回は約１万人の   
   市民ランナーがフィニッシュ。沿道での応援やフィニッシュエリア等でのおもてなしも大いに盛り上がり、糸 
   島市のＰＲにもつながった。 
◆課題 
  ○ランナーを様々な方面からサポートする市民ボランティア、沿道イベントなど協力者の育成や確保が今 後 
          の課題となる。生涯学習課では、福岡マラソン事務局と糸島協力会の連絡調整を密にしていく。 

○スポーツの振興と地域の活性化を図り、福岡・糸島地域一帯の魅力を高めることを目的に「福岡マラソン」を 
    開催する。 

沿道応援バス
の運行数と利用
者数 

沿道のバスの運行を１時間１
本から３０分間隔にする 
（糸島協力会設定数） 

（2,000人） 
 ６４５人 

 平成29年度 
 (２，０００) 

 ６３１人 

取組・事業名等                      概      要 

「福岡マラソン」の開催 
糸島市独自の応援やおもてなし事業を実施することにより大会を盛り上げ、糸島
市の魅力を積極的にＰＲする。 
福岡マラソン実行委員会と糸島協力会との調整を行い、大会を成功に導く。 
マスコミへの情報提供、広報いとしまや市のホームページによる広報。 

 

     

指   標             指標の概要         現状値      平成２８年度    最 終 

平26年度 

 1,000人 

沿道の応援事業
団体数 

平26年度 

 10団体 （１５団体） 
 １２団体 
 

平成29年度 
  (１５) 

１３団体 

沿道で大会を盛り上げる沿道応
援団体数 
（糸島協力会設定数） 

平27年度 

580人 

平27年度 

 12団体 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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学校人権・同和教育の充実 《施策21》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○本市の６中学校区で小中学校が連携し、学力検査やＱＵ検査の結果から得た児童生徒の実態を情 報交 
    換しながら実態に応じた取組を進めている。また、取組の内容と成果を市全体で共有化するた めに研究 
   発会を実施している。 
  ○ガイジ発言が過去５年間で８６件（小学校４４件、中学校４２件）発生している。（平成28年3月現在） また、 
    ＳＮＳ等を使用する中で、個人情報が公開されたり誹謗や中傷的なやりとりが繰り返されたりする など、新 
    たな様態の人権侵害が生まれている。 
◆課題 
  ○取組を進めるために、ガイジ発言やＳＮＳ問題等への対応の指針をまとめ、市内の全教職員で共有する 
    必要がある。 
  ○取組にあたっては、家庭や地域、関係諸機関と連携して推進する必要がある。 

○児童生徒一人ひとりに人権尊重の心を育み、あらゆる差別をなくすことを目指す。 
○各学校においては、「学力・進路保障」のための取組や、一人ひとりの人権を大切する「集団づくり」の取組 
  を進める。 

人権教育の手引き
を活用し、障害者
（ガイジ発言）問題
に取り組んだ学校 

取組・事業名等                      概      要 

人権教育指導の手引きを活用し、「ガイジ」発言の問題に全小中学校で取り組む。
また、様々な人権問題からテーマを選択し、手引きのシリーズ化に取り組む。 

  指   標                              指標の概要             現状値    平成２８年度    最 終 

 「人権教育の手引き」の
作成と活用 

校区事業の推進  中学校区事業を推進するとともに、研究発表会を実施し、研究の成果を市全体で   
 共有する。 

平成２６年度   

   － 
 （全校） 

 
  全校 

  

ＳＮＳ問題への取り組み ライン等の問題解決を目指す「子どもサミット」の成果を、各中学校において広げた
り、さらに充実させたりするなど、生徒自身の問題解決能力の育成を図る。 

平成29年度 
  (全校) 

  全校 
 
※「手引き２・３」 
  刊行 

  

人権教育の手引きに基づき、指導
内容を年間計画に位置付け、全学
年・全学級において意図的・計画的
に障がい者(ガイジ発言等）問題に
取り組んだ学校数 

※27年度状況 
 １９校 

 
※一部学年 
での活用を 
含めると全校 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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文化財を活用した教育、普及活動の充実 《施策22》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

◇現状 
  ○ 平成25年度の来館者数 伊都国歴史博物館 21,397人  志摩歴史資料館 8,712人 
  ○市民向けの歴史講座を博物館で開催し、年間2,500人程の聴講参加者があり、郷土学習機会の確保・向   
   上 に一定の成果があがっている。    
  ○体験要素を盛り込んだ勾玉つくりなどの講座は人気がある。開催するたびに多くの参加がある。 
◆課題 
  ○博物館研修室での講座では講座受講者の収容能力に限界があり、大幅な利用者数の向上は望めない。  
      また、小規模な講座では講師も近隣識者に偏り、講演内容のマンネリ化が懸念され、最新の研究成果を  
         携えた有名講師の招請が困難である。 
  ○長年、同じような体験講座を行っており、メニューにマンネリ感が生じている。   

○大規模な歴史シンポジウムを開催し、著名な講師による講演会や討論会を開催することによって、よりイン   
  パクトある歴史論を多くの市民に紹介する機会を設け、市民の歴史への関心・郷土愛の向上に努める。 
○新たな学習教材の導入により、市民に広く歴史・文化財を楽しんでもらう機会を創出する。 

取組・事業名等                      概      要 

古代史シンポジウムの
開催 

愉しみながら学ぶ歴史
体験教材の活用 

平原遺跡をはじめとする市内出土文化財について楽しみながら学ぶため、歴史体験教材等
を活用した講座を開催し、指導ボランティアの育成も行いながら、学習体験の機会を創出す
る。 

秋季に古代の出雲地方と伊都国の関係をテーマとした特別展を開催するほか、
様々なテーマの企画展、名誉館長講座をはじめとする市民学習講座の継承・充実
化を図る。 

国の史跡指定を目指す三雲・井原遺跡の歴史的価値について考えるシンポジウム（記念講
演、パネルディスカッション）を開催する。 

特別展・企画展・博物
館講座の実施 

指  標 

古代史シンポジウム
への参加者 
 

古代史シンポジウム及び
関連展示会への参加者数 

 (700名) 

  350名 

平成29年度 
 (８００) 

500名 

体験教材を活用した学習
講座への参加者数 

平成29年度 
 (２００) 

281名 

平成26年度 

200名 
※H27年度実績 

246名 

体験講座への参加者 

   指   標                         指標の概要                   現状値   平成２８年度     最 終                                            

平成26年度 

650名 
※H27年度実績 

630名 

 (250名)  

 495名 

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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指定文化財等の環境整備 《施策23》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

◇現状 
  ○国指定史跡－7か所あり、一部及び暫定的に整備したものや未整備のものがある。 
   雷山神籠石、志登支石墓群、怡土城跡、曽根遺跡群、銚子塚古墳、新町支石墓群、釡塚古墳 
  ○史跡の一部において崩壊の危険性がある箇所がある。 
   怡土城跡の公有化を実施した高来寺と高祖において遺構である土塁が崩壊する危険性が高い箇所がある。 
◆課題 
  ○史跡を保存し活用するためには、史跡公園として整備するなど環境整備事業を実施する必要がある。 
  〇史跡怡土城跡を崩壊から守るために、保存修理工事を行う必要がある。 
   

○国指定文化財の計画的な環境整備事業実施のために史跡用地の買上げを行う。 
○史跡怡土城跡の公有化を実施した高来寺・大門・高祖において保存修理工事を行い、史跡を崩壊から守る。 

取組・事業名等                      概      要 

史跡買い上げ事業 
国指定史跡新町支石墓群・怡土城跡の用地買上げを実施 
                            （平成28年度で事業完了） 

史跡怡土城跡の保存
修理工事 

史跡怡土城跡の土塁の崩落危険個所の法面養生工事及び樹木の伐採を実施する。 

指  標 

新町支石墓群
指定地の買上
面積 

(6,094.36㎡) 

6,094.36㎡ 

史跡買い上げの実施 

(6カ所) 

5カ所 

新町支石墓群の用地買上
げ面積 

新町支石墓群
指定地の買上 
面積 

6,094.36㎡ 
H28年事業完了 

史跡怡土城跡の保存
修理工事の箇所数 

平成26年度末 
2カ所 

※H27年度実績 
4カ所 

史跡怡土城跡の高来寺・
大門・高祖において土塁
の保存修理工事の実施
個所数（累計） 

平成26年度末

新町支石墓群
指定地の買上

面積 
4,838.08㎡

※H27年度実績 
5,177.87㎡ 

平成29年度 
  (８) 

8カ所 

   指   標                         指標の概要                   現状値    平成２８年度     最 終                                            

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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文化財の保護・保存 《施策24》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

◇現状 
  ○埋蔵文化財発掘調査の実施 
    民間開発に伴う発掘調査‐前原東土地区画整理事業予定地（受託及び国県補助） 
  〇糸島市指定文化財数 ３８件（うち考古資料１６件） 
◆課題 
  〇今年度の調査予定面積を年度末までに終了する必要がある。 
  ○考古資料以外の文化財について重要なものの保護・保存を行う必要がある。 

○区画整理事業の施工により破壊される埋蔵文化財を発掘調査により記録保存する。 
○考古資料以外の分野から重要なものを市指定文化財に指定し、保護・保存する。 

取組・事業名等                      概      要 

埋蔵文化財発掘調査 

市指定文化財の指定
事務 考古資料以外の分野から市指定文化財２件を指定する。 

国・県・市の公共事業及び民間の開発事業等に伴い破壊される埋蔵文化財の発掘 
調査を実施する。 

指  標 

47,000㎡ 
H28年事業完了 

発掘調査面積 

前原東土地区画整理事
業用地内で平成２８年度
末までに完了する発掘調
査面積 

(47,000㎡) 

47,600㎡ 

考古資料以外の分野か
らの市指定文化財の指
定件数 

糸島市指定文化財
の件数 

平成29年度末 
  (２９) 

24件 

(27件) 

25件 

平成26年度末 
23件 

※H27年度実績 
25件 

平成26年度末 
31,000㎡ 

※H27年度実績 
40,200㎡ 

三雲・井原遺跡の重
要遺跡確認調査 三雲・井原遺跡の保存のために内容確認を目的とした発掘調査を実施する。 

   指   標                         指標の概要                   現状値    平成２８年度     最 終                                            

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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文化事業の充実 《施策25》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○主催事業    
    「みんなのコンサート」年2回、「中学校美術部生徒作品展」の開催 
  ○誘致事業 
   平成22年度 アクロス・レインボーコンサート、福岡県立美術館の移動美術館展を開催 
   平成24年度 おしゃべり音楽館の開催 
◆課題 
  ○事業の認知度を上げ、参加者を増やすため周知方法を検討する必要がある。 
  ○国、県、財団等の補助事業を活用した事業の導入を検討する。 

○市民が身近なところで気軽に楽しめて、上質な芸能芸術に触れ合う機会を増やす。 
○生徒の創作意欲を刺激し、子どもたちが芸術に親しむきっかけとなるように企画する。 

取組・事業名等                      概      要 

みんなのコンサート 
平成23年度より９月と３月に年２回、ロビーコンサートを公民館、資料館などの小規模
な会場で開催している。 

  
伊都文化会館文化振興
イベント開催事業 

平成26年度より平成28年度まで、年１回、伊都文化会館の大ホールで文化事業を
開催している。  

伊都文化会館 
文化振興イベント 
開催事業 

イベント１回当たりの集
客人数 

 (700人) 

800人 

H28年度 

事業完了 

 

平成26年度 
550人 

※H27年度実績 
700人 

中学校美術部生徒作品展を、中学校文化連盟発表会に併せて伊都郷土美術館で
開催している。 

糸島市吹奏楽祭、糸島市文化協会芸術の祭典（小学生書道作品展）を共催してい
る。  

青少年の文化芸術活動
の支援 

指   標                         指標の概要              現状値     平成２８年度      最 終                                            

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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文化施設の整備と活用 《施策26》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○伊都文化会館の来館者数    
    平成25年度 94,160人 
  ○伊都郷土美術館の来館者数 
    平成25年度 6,483人   
  ○施設改修等による機能の充実 
    平成26年度から伊都文化会館改修事業の着手 
◆課題 
    ○ 伊都文化会館の来館者数を増やす必要がある。 
  ○伊都郷土美術館の整備計画を策定する必要がある。 

○経年劣化による施設の不具合が出ているものを計画的に改修を行う。 
○小規模の文化事業に対応するため、多目的ルームを設置し、市民の芸術文化活動の活性化を支援する。 
 

伊都文化会館     
利用人数 

伊都文化会館の利用人数 
(70,000人) 

78,253人 
(改修工事実施の

ため) 

伊都郷土美術館の利用人数  

取組・事業名等                      概      要 

多目的ルームの利用を促進する。文化課主催事業として文化振興イベントを開催す
る。 

建築後27年を過ぎた施設を都市再生整備計画による補助を活用して施設や設備を
改修する。 
平成26年度設計委託、平成27年度より改修工事を開始し、平成28年度に完了した。 

平成29年度 
(７，３００) 

9,663人  

 (7,200人) 

10,371人     
伊都郷土美術館 
利用人数 

 多目的ルームの利用の
促進 

伊都文化会館大規模
改修事業 

 平成29年度 
  (98,000) 

 98,127人 

平成26年度 

93,536人 
※H27年度実績

81,822人 

平成26年度 

8,231人 
※H27年度実績 

7,104人 

   指   標                         指標の概要                   現状値    平成２８年度       最 終                                            

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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糸島市図書館の整備と活用 《施策27》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○平成２３年１０月に糸島市図書館二丈館、同志摩館を開設し、糸島市図書館（ぱぴるす館）と合わせて３館 
    体制での図書館サービスを提供している。 
 
◆課題 
  ○現在、九州電力前原営業所跡地への糸島市図書館（ぱぴるす館）の移転・開館準備を行っているが、二  
      丈館は二丈庁舎の２階、志摩館は狭小な志摩第二庁舎に開設しているため、支所廃止後に各庁舎１階に 
          移転し、身近な図書館としてサービスの向上を図る必要がある。 

○幅広い図書館利用者のニーズに答えるため、各館に特色を持たせた施設整備を行う。 
○施設の拡充ならびに３館ネットワークの強化を図ることにより、市内均一な図書館サービスを提供する。 

 平成26年度 
536,000冊 

※H27年度実績 
496,641冊（改修
工事実施のため） 

取組・事業名等                      概      要 

糸島市立図書館の運営 

 

     

おはなし会や各種講座・
研修等の実施 

糸島市図書館は本館として総合的な図書館サービスに加え3館の統括を行う。二丈 
館は「世代交流型図書館」として公民館と連携した事業を行う。志摩館は「情報発信 
型図書館」として「いとしま応援プラザ」と連携した事業を行う。 

本館ではおはなし会やブックスタート事業、小学生・中学生・高校生対象読書推進事
業、各種講座・研修会、ボランティア対象研修事業を実施する。二丈館・志摩館では
おはなし会、映画上映会を実施する。 

貸出冊数 年間貸出冊数（3館合計） 
(550,000冊) 

599,627冊 

 平成29年度 
 (560,000) 

582,611冊 

蔵書冊数 所蔵資料冊数（3館合計） 

 平成26年度 
248,000冊

※H27年度実績 
258,328冊 

(264,000冊) 

269,608冊 

 平成29年度 
 (270,000) 

280,267冊 

   指   標                         指標の概要                   現状値    平成２８年度      最 終                                            

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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図書館と学校・保育所等との連携事業の推進 《施策28》 

現状と課題 

施策の目的 

主な取組・事業 

指  標 

◇現状 
  ○平成24年度に『糸島市子ども読書活動推進計画』を策定し、平成25年度より「糸島市小学生読書リーダー 
    養成講座」を開催している。 
◆課題 
  ○小学生読書リーダーの校内活動が少なく、校内での事例報告会の実施や校内委員会活動の充実を図る 
       ことが必要である。 
   

○すべての子どもがあらゆる機会と場所において、自主的に読書活動が行えるよう、子どもの発達段階、個性 
     に応じて人間形成に役に立つ本と出会うきっかけづくりや読書活動、読書環境の整備を推進するため、市 
     立図書館と学校（学校図書館）の連携を深める。 
○市内各小学校に小学校読書リーダーを養成、配置し、小学生期における読書活動の充実と読書習慣の定 
     着を図る。 

「小学生読書リーダー 
養成講座」の受講 
児童数 

平成26年度 
 ６２人 

※H27年度実績 
９４人 

  

取組・事業名等                      概      要 

小学生読書リーダー 
養成講座の開催 

糸島市読書啓発ポスタ 
ーコンクールの実施 

読書活動啓発のため、市内の小学生を対象に、ポスターコンクールを実施する。 

特集の組み方や読み聞かせ等の技術講習を行い、養成した読書リーダーを各学校 
に配置し、校内での読書活動を推進する。 

  (126人) 

 122人 

読書活動の実施校数 

「糸島市小学生読書リーダー 
養成講座」を受講した児童数 

朝の活動・ボランティアによ
る読み聞かせ・ブックトーク
等の取り組みを行っている
小学校数 

平成26年度 

15校 
※H27年度実績 

16校 

 (16校) 

 16校 

平成29年度 
 (１５８) 

 152人 

平成29年度 
  (１６) 

 15校 

中学生読書サポーター
養成講座の開催 

読書サポーターの役割やレファレンス等の技術講習を行い、養成した読書サポータ
を各学校に配置し、校内での読書活動を推進する。 

   指   標                         指標の概要                   現状値    平成２８年度     最 終                                            

※平成28･29年度の数値は、上段（目標値）・下段：実績値 
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８ 資料 

  教育委員会委員名簿（平成３０年３月３１日現在） 

区  分 氏   名 

委   員（職務代理者） 德 田  敬  

委   員 西  憲 一 郎 

委   員 松 尾  実 恵 

委   員 宗     聖  子 

    ※平成 30 年 3 月 5 日から従来の教育委員長と教育長を一体化した 

新教育委員会制度へと移行しました。 

 

  平成２９年度糸島市教育委員会組織機構図 
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